
別冊

仕   様   書

1。 委託業務題目

原子力体験セミナー

2。 委託業務の目的

国民の皆様の原子力や放射線についての科学的知識の普及を図る一環として、小学

校・中学校・高等学校等の教職員等を対象に、学校教育の場で活用できる原子力や放射線

に関する知識を得る機会として、講義、実験“実習、見学等を通したセミナーを実施し、それ

らの理解増進に資する。

3.委託業務の内容
(1)セ ミナーの実施
全国の小学校・中学校・高等学校等の教職員、教育関係者を対象として、原子力や

放射線に関する基礎的な知識から専門的な知識まで幅広いテーマに関してセミナー

を行う。
※講師の確保は受託者が責任を持つて実施する。

※受講者の旅費 (日当は除く)は委託業務の費用として負担する。
※受講者の飲食費は受講者負担とする。

(2)業務実施に関する評価を行う。
(3)提出物、提出方法及び提出期限
業務評価報告書 (様式任意・紙媒体)20部 提出期限 :平成20年 3月 31日

4.委託業務実施期間
平成 19年 4月 2日から平成 20年 3月 31日まで

5.応札者に求める要求要件
(1)要求要件の概要
① 本委託業務に係る応札者に求める要求要件は、「 (2)要求要件の詳細」に示す
とおりである。

②l要求要件は必須の要求要件と必須以外の要求要件がある。
③ 「*」 の付してある項目は必須の要求要件であり、最低限の要求要件を示してお
り、技術審査においてこれを満たしていないと判断がなされた場合は不合格として
落札決定の対象から除外される。
④ 必須以外の要求要件は、加点要件の為、満たしていなくても不合格とならない。
⑤,これらの要求要件を満たしているか否かの判断及びその他提案内容の評価等は、
技術審査委員会において行う。なお、総合評価落札方式に係る評価基準は別添の総
合評価基準に基づくものとする。
(2)要求要件の詳細
総合評価基準の「評価項目及び得点配分基準」と同様。
6.賃貸借物件わ承継
18年度事業迄に使用した仕様書別添1(原子力体験セミナーリース物件一覧)に
示すリース物品について、賃借人と受託者が異なる場合、受託者は各賃貸借契約の賃
貸借人と協議の上、賃借人の権利を承継すること。



フ.無償貸付を行える物品
仕様書別添 2の とおり.受託者は当該物品の使用に当たって、 18年度事業までの
使用者と適宜協議を行い、適切な使用を行うこと。なお、当該物品を使用及び管理す

るために係る費用は受託者の負担とする。
8.守秘義務
受託者は、本委託業務の実施で知り得た非公開の情報を如何なる者にも漏洩しては

ならない。

受託者は、本委託業務に係わる情報を他の情報と明確に区別して、善良な管理者の

注意をもって管理し、本委託業務以外に使用してはならない。
9.その他
この仕様書に記載されていない事項、または本仕様書について疑義が生じた場合
は、文部科学省と適宜協議を行うものとする。

本委託業務の実施にあたつては、会計に関する法令に定めるほか、科学技術・学術

政策局、研究振興局及び研究開発局委託契約事務処理要領により適切に実施しなけれ
ばならない。
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仕様書別添 1

原子力体験セミナー リース物件一覧

専門コース用パソ

機

【リース会社】
株式会社トータルサポートシステム
茨城県那珂郡東海村舟石川駅西3-10-11
029-287-2277(代表)

品名 仕様 リース契約期間
リース価格
(円 )/年 備考

CAI用 パソコン

本体 :NT2850(エプソンダイレクト製 )
OS:WindowsXP PrO
CPU:PenlumM750(1.86GHz)
メモリ:1,OGB(512MB× 2)
HDD:60GB
光学ドライブ :スリムスーパーマルチドライブ
マウス:オプティカルマウス

H18。 7.1～ H22.6.30 44,472 ■ム:ロ

本体 :NT7200PЮ (エプソンダイレクト製 )
OS:VVindowsXP PrO
CPU:PentiumM755(2GHz)
メモリ:512MB
HDD:60GB
FDドライブ :外付け3.5インチ
光学ドライブ:CD― RW/DVDコンポドライブ
マウス:オプティカルマウス
ソフトウェア:Ofnce2003Std.(マイクロソフト製)

H17.5.1～ H20.4.30 441,000 5台

FAX

本体 :imaglo Neo165モ デル6(リコー製)
給紙テーブル:PT27
サプライテーブル :タイプ3
インナー1ビントレイ:タイプN3

H18.4.1～ H22.3.31 214,956 1台

本体 :imagio Neo452(リ コー製)
給紙テーブル:PT30
ドキュメントフィ・―ダ:RF7
フィニッシャーー:SR21
中継ユニット:タィプN5
給
.紙
トレイ:タイプN5

H17.4.1～ H20.3.31 529,200 ●ム:ロ



原子力体験セミナー 取得資産一覧

放射線基礎試験装置

中性子時間分析測定装置

仕様書別紙2

備 考
品    名 仕 様 数 量

取得年月日 金額 (円 )

高温拡散霧箱
島津理化工業 (株 )製

WH-20

10台 H2.10.26 1。854,000

α線プロープ ZD―TCS-212

GMプロープ  CP-1013C
へ・―シツクスケーラ TDC-105

プリアンプ  PAM-5010

欄内田洋行製

_収納棚(軽量棚、キャビネット)

アロカ籠製

1台

7本

7本

ラ ム
′ ロ

つ ム
′ ロ

H2.12.10 5,125,352

イクイッフ・メントコーホ・レーション0腱製

0インターフェイスホ
°
―卜
・ MCA-4BF-02

NEC閉製

データ収集・処理装置 (PC、 モニタ、キーボード)

EG&Gオーテック榊製

NIMモジュール

放射線計測用モシ・ュール(γ線・中性子測定部)

高圧電源    478
増幅器     575A
デイケイライン増幅器 460

前置増幅器用電源 4002A

ビン電源  4001A/4002AK

ロイターストーク製

He-3中性子検出器

RS―P4-0810-104 9.9atm

キャンベラ製

波高分析装置及びユニット

__二墜固_及び波高分析装置部)

|

|ラホ
゛
ラトリ

I  LAB 1枚

"ム:ロ

2台

1台

■ム:ロ

"ム:ロ

2台

2本

1式

H3.10.30 5,288,576

ダストサンプラー +ftERtHffftStU (ss)rH-Ds101 3台 H4.7.6 247,200

実習用器材等運搬ケース 原子カエンジエアリング榊製 lo個 H4.7.28 21163.000

GM型サーベイメータ 原子童ニンジニアリング榊製 5台 H5_2.16 4.720.500

NAl(TI)シンチレーション型サー
ヘ・イメータ

原子カエンジエアリング欄製 5台 H5.2.16 5,270:500

地域セミナー用パーソナ
ルコンピュータ

NEC綱 製゙I PC-9821 Ns/340W 4台 H6.11.11 2,406,080



品    名 仕 様 数 量
備 考

取得年月日 金額 (円 )

器材運搬ケース

原子カエンジエアリング靭製

カラーディスプレイモニタ用運搬ケース 2台

パソコン用運搬ケース       2台
教材用サーベイメータ用運搬ケース  3台

ケース 8台

15台 H7.1.30 2,163,000

携帯用ZnSシンチレーショ
ン計数機 "東

洋電子計測製 5台 H7.2.9 3,619,420

原子カエンジエアリング船製

IGM型サーベイメータ

|シンテレーション型サーベイメータ

ヒ放射線核種分析用オプションユニット

3台

3台

8台

14台 H7.2.10 9,702,600

サーベイメータ説明用教材

原子カエンジエアリング榊製

GM型サーベィメータ

シンテレーション型サーベイメータ

2台

2台

10台イメータ(ガンマルくん)

14台 H8.2.27 9,682,000

拡散型霧箱

島津理化学器械鯛製

高温拡散型  WH-20
低温拡散型  WH-50

■Zヽ1ロ

■2ヽ

'Eコ

Hll.6.23 453:600

BICRON/NE:社製

ホ・―タフ・ルスヘ・クトルスコヒ・システム nanoSPEC
核種定量分析ソフトウェア
IBM製
核種定量分析ソフトウエアコンピュ…夕 2609-43J
東洋メディック榊製
ポータブル鉛シールド FS―Ylム223型

3式 H12.1.27 8:471,どЮ0

10 :リ ■.`、
:ロ H12.7.17 1 4 1 ,1 20

マルチメディア対応プロ
ジェクタ

エ

LVP……X300
ノートパソコン
Latitude CPt

ソフトウェア
MS O■lce2000PRO
デジタルカメラ

三菱製

DELL製

マイクロソフト製

パ

1式 H12.7.19 11564,500

アルミ

ス

・アルミ ス

エンシ・ニア
3台 H13.11.15 409=500

ドライアイス冷却型霧箱
D 3台 H13.11.30 2,331,000

カラーレーザープリンタ

日本体
Ips:o Color 8100

・増設メモリ128MB(307867)
0500枚給紙テーブル
給ホ氏テーフ・ルタイフ・8000

リコー製

1
Zヽ
ロ

1個

"`、:ロ

H14.3.20 581,700

サーベイメータ説明

放射能測定装置

ンタ



品    名 仕 様 数 量
備 考

取得年月日 金額 (円 )

データベース用パーソナ
ルコンピュ・―・タ

・本体(lBM製 )
e server xSeries 200 8479-4GJ

・電源装置(APC製)  SU700J
・モニタ(三菱製)   RDT152X
・ハ
゛
ックアップ輩臨i置(lBM製)20/40GB DAT
・ソフトウエア(Oracle製 )
Ora」Q_orkすoup SeⅣ er R8.1.7

1台

1台

1台

"`、:ロ

1本

H14.3.29 652:680

原子力発電実験模型
・模型本体
・輸送容器

(有)共立模型製作所製

3台
3箱
H14.6.28 1,484,700

火力発電実験模型 ・輸送容器
31き

3箱
H14.6.28 833,700

プリアンプ用電源 "MODELl12 1台 H14.8.5 157,500

・i葛 [Eケーフ・ル12フィート(C-34-12)
・高旧Eケーフつレ12フイート(C-36-12)
・小型ビン電源 (4006)
・増幅器 (570)
・タイミンク
・
シンク
゛
ルチャネルアナライサ

°
(SCA)(551)

・タイマー付きカウンタ(871)
・高圧電源 0～ 2kV(478)
・モシ■―ル1二長ケープル(401-03)
・:妻i続:ケーフ

・
ル6インチ(C-24-1/2)

ORTEC製
・He-3言十麟漿管 (RS―P4-0402-208)

2モき
2本
2本
1台

1台
1ヱ、
:『ヨ

2台
1台

1本
2本

2本

H14.12.2 2,691,150

マルチ液晶フ
°
ロシ・ェクタ

ス

・ビデオ (NV― HXB55)
東芝社製

ナショナル社製
・テレビ (KV…29DS55)
・テレヒ・スタンド

3台

■ι、:目

1
Zヽ
ロ
ヱ、
ロ1

H14.12.16 214,515

P-700
“ハ
・
ツクライトユニット(MPBL-25)
・収納ケース (MPHC-1000)
・ハ
°
ソコン奏贄網たケーフ

゛
ル (MPC―VGA-5)

21き
0ノヽ4ロ

2個
2本

H15.2.27 1,904,700

GMサーベイメータ ・TGS-136

アロカ鯖製
3台 H15。 7.31 908,250

α線検出実習装置
・α線検知装置
・電子計数装置 (NX-10A)

島津理科器械細製

0“ヽ4ロ

2台
H16.2.3 603,750

中性子実験装置

セミナー記録用機材



(別添)

業 務 計 画 書

1.委託業務の内容
1.委託業務の題目
「原子力体験セミナー」

実施機関

住 所
機関名

茨城県那珂郡東海村白方白根 2-4
財団法人 放射線利用振興協会

2

「

3.委託業務の目的
国民の原子力や放射線についての科学的知識の普及を図る一環として、小学校・中

学校 “高等学校等の教職員等を対象に、学校教育の場で活用できる原子力や放射線に

関する知識を得る機会として、講義、実験 “実習、見学等を通したセミナーを実施し、

それらの理解増進に資する.
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原子力体験セミナー採点集計表

興協会

】」添14

加礎 点 加基礎点 加 ,

評 価 項 目 (要 求 要 件 )

1-1-2.広 報菫口と広組対彙 (年鈴及び鳳■●)が的菫に提えられていること。

1-2-2.事 業に有効と認められる創意工夫があるか

広11内書が広報対象■にとつて分かり昌いものとなつていること.

1-3-1.実施方法に具体性があり、実現可能なものとなつていること。

l-3-2.事業目的が確実に達成できる事業規模であること。

1

76

目 び趣旨との整合性がと るヽこと。* 1-1-1

*

* 1-2-1.業務内容が仕様を満たしているか

* l-2-3.

*

*

1-1.業務の目的及び趣旨との整合性

1-3.実施方法の妥当性・独創性

30

10

5

5

10

1.業務の内容及び実施方法

1-2.業務内容の妥当性・独創性

1-3-3.日 程、作業手順が妥当であるか。

/イ i

3.41

81

51

2-l-1.客観的な測定効果指標が設定されていること。

2-1-2.評価手法が効果的であること。

3-1-1.業務実施可能な人員が確保されていること。

3-l-2.効果的な人員体制となっているか。

-3.コからの晏望尋に遍通・彙載に対応できる体鶴が確保されていること。

*

*

*

1.事後評価手法の具体性

体制の適格性

2.業務の:平価手法

//
3.45

ノ
/

7.210 lo,    lo

10 10

4

2

当験業務に関する知見・ノウハウを有していること。

知見、ノウハウの内容が高度なものと認められるか。

関連機盟このtO力 体●1彎員のための■ ノ
に

'~り
を者 ψていさここ

*

知見・専門性等の有無

1.過去に類似の業務を行つた実績があること。

5,

4.3-3.実績の有無

*

3-3-2.官公庁との実績があるか =

//
3-4.経理処理能力の適格性

菫務を行う上で薔切な

“

塔薔盤.~徴 的な饉電気理機力を有していること*

属十

3.業務実施主体の洒格性

65・   25

30:    2o:    30,  14.

35
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入 札 結 果 報 告 書

入札事項  原子力体験セミナー

入札方法  一般競争入札 (総合評価落札方式)

開 札 日  平成 19年 3月 16日 (金) 16時 00分

落札価格 `金249,399,048「 |                 ●

〔消費税及び地方消費税を含んだ金額  金261,869,000円 〕

落 札 者  財団法人 放射線利用振興協会

【入札状況】 (単位 :円 )

※ 入札価格が予定価格の範囲内に達した入札者について、下表により総合評価点を算
出する。

【総合評価落札方式 (加算方式)】
・

上記のとおり、入札結果を報告します。

確認者

文部科学省研究開発局開発企

菫|

入 ホL 者 第 1回 第 2回 第 3回
財団法人放射線利用振興協会 270,267,900 249,399,048

2

3

入 ホL 者 価格点①
価格点の配分X(1-入札価格/予定価格) 技術点②

総合評価点
(① +②)

財団法人放射線利用振興協会
3.1

50点 xO-249,399,043/2651624,690)

90。 8

(65+25.8)
0 93。 9

2

3
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委 託 業 務 完 了 報 告 書

支出負担行為担当官
文部科学省研究開発局開発企画課長 中原 徹 殿

第  ι
口
'す

20放 振協 (セ )第 4号
平成 20年 4月 10日

|

茨城県那珂郡東海村白方白根 2
財団法人 放射線利用振興
理事長  田 中

年4月 2日付・
年度エネルギー対策特別会計委託事業「原子力体験セミナー1

上記委託業務は、平成 20年 3月 31日 に完了したので委託契約書第 13条の規定に基づき下
記の書類を添えて報告します。    ・                       ~
なお、委託契約書第 22条に規定する知的財産権については、無償で譲渡します。 ・

記

1.業務結果説明書 (別紙イ)

2.業務収支決算書 (別紙口)

９
９

成
成
平
平

".4・

・10



別紙 イ

業 務 結 果 説 明 書
●













別紙  ロ

業 務 収 支 決 算 書



仕 様 書

1.委託業務題目
原子力体験セミナー

2.委託業務の目的
国民の原子力や放射線についての科学的知識の普及を図る一環として、小学校・中学

校・高等学校等の教職員等を対象に、学校教育の場で活用できる原子力や放射線に関す
る知識を得る機会として、講義、実験・実習、見学等を通したセミナーを実施し、それ
らの理解増進に資する。

3.委託業務の内容
(1)セ ミナーの実施
全国の小学校 8中学校・高等学校・特別支援学校等の教職員、教育関係者を対象と
して、原子力や放射線に関する基礎的な知識から専門的な知識まで、幅広いテーマに

関してセミナー (講義、実験、実習、見学等)を行う。
※講師の確保は受託者が責任を持つて実施する。

※受講者の旅費 (日 当は除く)は委託業務の費用として負担する。
※受講者の飲食費は受講者負担とする。

(2)文部科学省の委託事業である「教育支援情報提供サイ トの運営」の受託者から、総
合的な原子力情報提供サイト「あとみん」への情報の提供依頼があった場合は適宜対
応する。

(3)業務実施に関する評価を行う。
評価項目については、事業における実施形態、実施手法及び理解増進に係る効果を
必要事項とする。

(4)提出物、提出方法及び提出期限
業務評価報告書 (様式任意・紙媒体)20部  提出期限 :平成21年 3月 31日

4.委託業務実施期間
平成20年 4月 1日から平成21年 3月 31日 まで

5.応札者に求める要求要件
(1)要求要件の概要
① 本委託業務に係る応札者に求める要求要件は、「(2)要求要件の詳細」に示す
とおりである。

② 要求要件は必須の要求要件と必須以外の要求要件がある。
③  「*」 の付してある項目は必須の要求要件であり、最低限の要求要件を示して



おり、技術審査においてこれを満たしていないと判断がなされた場合は不合格と

して落札決定の対象から除外される。

④.必須以外の要求要件は、満たしていれば望ましい要求要件であるが、満たして
いなくても不合格とならない。

⑤lこれらの要求要件を満たしているか否かの判断及びその他提案内容の評価等は、
技術審査委員会において行う。

なお、総合評価落札方式に係る評価基準は別添の総合壽価基準に基づ<ものと

する。

(2)要求要件の詳細
総合評価基準の「評価項目及び得点配分基準」と同様.

6.賃貸借物件
本年度委託業務において使用できるリース物件は、仕様書別添 1のとおり。
※リースの継承を選択した場合

賃借人と受託者が異なる場合、受託者は各賃貸借契約の賃貸借人と協議の上、賃

借人の権利を承継すること。

7.無償貸付を行える物品
仕様書別添2のとおり。受託者は当該物品の使用に当たつて、平成 19年度委託業務
までの使用者と適宜協議を行い、適切な使用を行うこと。なお、当該物品を使用及び管

理するために係る費用は受託者の負担とする。

8.守秘義務
受託者は、本委託業務の実施で知り得た非公開の情報を如何なる者にも漏洩してはな

らない。

受託者は、本委託業務に係わる情報を他の情報と明確に区別して、書良な管理者の注

意をもって管理し、本委託業務以外に使用してはならない。

9。 その他

この仕様書に記載されていない事項、または本仕様書について疑義が生じた場合は、

文部科学省と適宜協議を行うものとする。

本委託業務の実施にあたっては、会計に関する法令に定めるほか、科学技術・学術政

策局、研究振興局及び研究開発局委託契約事務処理要領により適切に実施しなければな

らない。



仕様書別添 1

( 1

原子力体験セミナー機器リース及び費用

【リース会社】

株式会社トータルサポー トシステム

茨城県那珂郡東海村舟石川駅西3-10-11
029-287-2277(代 表)

し

品名 仕様
リース

契約期間

リース価格
円/年 備考

CAl用パソコン

本体 :NT2850(エ プソンダイレク ト製)
OS:WindOwsXP Pro

CPU:Pentium‖ 750 (1.86GHz)

メモ リ :1.00B(512M B X2)
HDD:600B
光学 ドライブ :ス リムスーパーマルチドライブ
マウス :オプティカルマウス

H22.6.30

H18。 7.1

44,472 1台

専用コース用

パソコン

本体 :NT7200Pro(エプソンダイレク ト製 )
OS:WindowsXP PrO

CPU:PentiunM755 (2GHz)

メモ リ :512M B
HDD:600B
FDドライブ :外付け 3.5イ ンチ
光学 ドライブ :CD―RW/DVDコ ンポ ドライブ
マウス :オブティカルマウス
ソフトウエア :Office2003S t d。 (マイク

ロソフト製)

H17.5。 1

H20.4.30

441,000 5台

FAX

本体 :imagio Neo165モ デル 6(リ コー製)
・
給紙テープル :PT27

サプライテープル :タイプ3
インナー1ビントレイ :タ イプ N3

H18.4.1

H22.3.31

214,956 1台

複写機

本体 :imagio Neo452(リ コー製)
給紙テーブル :PT30

ドキュメントフィーダ :RF7

フイニッシヤー :SR21

中継ユニット:タ イプN5

給紙 トレイ :タ イプN5

H17.4.1

H20,3.31

平成 19年度
で終了

529,200 1台



仕様書別添 2

原子力体験セミナー 取得資産=覧

"テ

在場所:(財)放射線利用振興協会 茨城県那珂郡東海村白方白根2-4(日本原子力研究開州田葡粉】

「

‐

品名 仕様 数量
備考

取得年月日金額 (円 )

放射線基礎試験装置

アロカ絆製
・α線プロープ    Z卜 TCS-212
・GMプローブ     GP-10130
・ベーシックスケーラ TDC-105
・プリアンプ     PA‖ -5010
鮨内田洋行製
収納棚 (軽量棚、キャビネット)

7

7

7

7

本

本

台

台

1台

H2.12.10 5,1250352

中性子時間分析測定

装置

|ラボラトリ

I  LABOイ ン

INEC鱒製

イクイップメントコーボレーション路製
ターフエイスポード MCA-4BF-02

データ収集・処理装置 (PC、 モニタ、キーボー ド)
EG&Gオーテック榊製
NIMモ ジュール

放射線計測用モジュール (γ線・中性子測定部)
。高圧電源      478
・増幅器       575A
・デイケイライン増幅器 460
。前置増幅器用電源   4002A
・ ビン電源       

“

01A/4002AK
ロイタース トーク製
He-3中性子検出器
RS―P4-0810-104   9.9atm

キヤンベラ製

波高分析装置及びユニット
(時間及び波高分析装置部)

1枚

1台

2台
1台

1台
1台

2台

2本

1式

H3.10.30 5,288,576

ダストサンプラー 千代田保安用品靭製  (3S)T卜D5101 3台 H4.7.6 247,200

実習用器材等運搬ケ

ース
原子カエンジエアリング榊製 10個 H4.7.28 2,163,000

G‖ 型サーベイメータ 原子カエンジエアリング榊製 5台 H5.2.16 4,720,500

NAl(TI)シンテレー
ション方サーベイメ

ータ

原子カエンジエアリング船製 5台 H5.2.16 5,270,500

器材運搬ケース

原子カエンジエアリング榊製
・カラーディスプレイモニタ用運搬ケース 2台
・パソコン用運搬ケース         2台
B教材用サーベイメータ用運搬ケース   3台
。大型霧箱運搬用ケース         8台

15台

H7.1.30 2,163,000

携帯用 ZnSシ ンチレ
ーション計数機

榊東洋電子計測製 5台 H7.2.9 3:619,420

t



「

)

サーベイメータ説明

用教材

原子カエンジエアリング靭製
・GM型サーベイメータ
。シンチレーション型サーベイメータ
・放射線核種分析用オプションユニット

3台
3台
8台

14台

H7.2.10 9,702,600

サーーベイメータ説明
用教材

原子カエンジエアリング締製
・GH型サーベイメーダ
・シンチレーション型サーベイメータ

2
2
“

、
日

台

4台
H8.2.27 2,766,286

拡散型霧箱
島津理化学器械韓製

低温拡散型  WH…50 1台
Hll.6.23 204,750

放射能測定装置

IB
|

iCRON/NE社 製

ポータブルスペクトルスコピシステム nanSPEC
核種定量分析ソフトウェア
:BM製
核種定量分析ソフトウエアコンピュータ 2609-43J
東洋メディック閣製
ポータブル鉛シールド FS―YM223型

3式

H12.1.27 8,4711400

プリンタ !PS10 NX710 リコー製 1台 H12.フ。17 141,120

マルチメディア対応
プロジェクタ

プロジエクタ本体

LVP― X300

ノー トパソコン

Latitude CPt

ソフトウェア
MS Office2000PR0

デジタルカメ・ラ
CAMED:A  C-990Z00M

三菱製

DELL製

マイクロソフ ト製

オ リンパス製

1式

H12.7.19 1,564,500

大型霧箱運搬用アル

ミケース
アルミ製、施錠、取手、キャスター付き

原子カエンシ・ニアリング榊製

3台
H13.11,15 409,500

ドライアイス冷却型

霧箱

DR-001

的ラド製

3台
H13.11.30 2,331,000

カラー レーザープリ
ンタ

本体
lpSio Color 8100

増設メモリ128MB(307867)
500枚給紙テープル
給紙トフ
°
ルタイフ・8000

リコー製

1台

1個

1台
H14.3.20 581,700

データベース用パー

ソナルコンピューータ

体 (IBM製 )
e SerVer XSer:es 200  8479-4GJ

電源装置 (APC製 )
SU700J

モニタ (三菱製 )

RDT152X

パツクアップ装置 (lB‖ 製)

20/40GB DAT
ソフトウエア (Oracle製 )
OraCle WOrkgrOup SerVer  R3.1,7

1台

1台

1台

1台

1本

H14.3.29 652,680

原子力発電実験模型

型本体

輸送容器

(有)共立模型製作所製

3

3

台

箱 H14.6.28 1,484,700

に



r~｀)

(、_

火力発電実験棋型
模型本体

輸送容器

(有)共立模型製作所製

3

3
`ロヽ

箱 H14.6.28 833:700

フ・リアンプ用電源 ‖ODELl12 1台 H14.8.5 157,500

中性子実験装置

1汎
用前置増幅器 (1421H)
高圧ケーブル 12フ ィート(C-34-12)
高圧ケーブル 12フ ィート(C-36-12)
小型ビン電源 (“06)

増幅器 (570)
タイミングシングルチヤネルアナライザ(3m)(551)
タイマー付きカウンタ(871)
高圧電源 0～ 2kV(478)
モジュール延長ケーブル (401■3)
l**frb-) tv 6 .( >? (c-24-1/2)

onrecfl
He-3 Ftfi H (RS-P4-0402-2oB)

ロイター ロス トークス社製

2

2

2

1

1

1

2

1

1

2

台

本

本

台

`ロヽ

台

台

台

本

本

2本

H14.12.2 2,691,1501

セミナー記録用機材

ポイスレコーーダ (D‖R-3500S)

ビデオ (NいHXB55)
東芝社製

ナショナル社製
テレビ (KV…20DS55)

テレビスタンド.

ソニー社製

3台

1台

1台
1台

H14,12.16 214,515

マ肝液晶フ
・ロデェクタ

プロジエクタ本体 (HP-700)
バツクライトユニット (MPBL―

")z (ilPHC-1000)

(ソ コン接続ケープ′レ (贖W臥-5)
日本アビオニクス榊製

2

2

2

2

“

、
ロ

ヱ、
日

個

本

H15,2,27 1:904,700

GMサーベイメータ TGS-186ア ロカ締製 3台 H15。 7.31 908,250

α線検出実習装置

α線検知装置 (S←200)
電子計数装置 (N卜10A)

島津理科器械榊製

2

2

台

“

ヽ
ロ H16.2.3 603,750



(別添)
業 務 計 画 書

I.委託業務の内容

1.委託業務の題目
「原子力体験セミナー」

2。 実施機関

住 所 茨城県那珂郡東海村自方白根 2-4
機関名 財団法人放射線利用振興協会

3.委託業務の目的
国民の原子力や放射線についての科学的知識の普及を図る一環として、・全国の小学
校 。中学校・高等学校・特別支援学校等の教職員、教育関係者等を対象に、学校教育の
場で活用できる原子力や放射線に関する知識をセミナー (講義、実験 。実習、施設見学
等)を通して得る機会を提供することにより、原子力や放射線についての科学的知識の
理解増進を図ることを目的とする。











r原子力体験セミナー」採点集計表

入札者名 :財団法人放射線利用振興協会

技術審査職員

技術審査専門員

諄 籠 基 準 採 点 集 計 ■■■■■ ■■■■ ■■■■ ■■■■ ■■■■

6.00

基礎点

璽回
6.00

加 点

|.QЮ゛

暮繊点 加 点

璽図亜
2.I■「

薔礎点 加 点 薔礎点 加 点 二晨点 加 点 薔腱点 加 点 薔礎点 加 点

5.00 // //5.00

―卜2.広報歯旨と広報対象 (年齢及び職租等)が的確に捉えられていれば加点する

評 価 項 目 (要 求 要 件)

業務の目的及び菫旨との整合性がとれていること

1‐1,■薔の目的及び出コと●螢合性

// //5.00 2.2げ

6.00 lQ" 6.00● ●・なヽ

:-2-1.業 務内書が仕様を満たしていること (内書に創意工夫があれば加点する)

広報内書が広報対亀者にとつて分かり易いものとなつていれば加点する

5.00 5.00 5.∞ 3.40

// 5.00 // :.00

10.(Ю 6.00 1000 3増

// //:-3-1.実 施方法に具体性があり、実現可籠なものとなつていること 5.00 5.α).

1-3-2.業 務規槙が薔正であり、業務が確実に違成できること (日程、人員、作業手順等が効果的であれば加点する) 5.00 5.00. 3.0015.00

画国麗

`綺

1

2-:-1.害観的な測定効果指標が設定されていること 5.00 // 5.00` /
/
/

鶴
評価手法が効果的であれば加点する 5.00

霧
2.2Q

／ｍ
ｍ業務案歯可籠な人員が確保されていること く効果的な人員体

“

となつていれば加点する) 5.00 5.00 5.00ゅ 3.00・

// //f lr-r-2. nt. i oIltr:ilil . j[fi r:lt6? t 6ttfi n(ilfl 3 tl,r r\ 6 ; ] 5.00 5.00●

●00 16.001 _5,001 :「 7。i"

当臓凛3に日する知見・ノウハウを有 していること く知見、ノウハウの内書が高度なものと認められれば加点する)

関連機関との

“

力体制構築のためのネットワークを有していればその内書に応じて加点する

5.00 10.00 5.00 , 6.20`

//// 5.00 2.0●

.5100 ′6.00 6.00, 3凛

“過去に類似の業務を行つた実績があること く実績の内害に応じて加点する) 5.00 5.00 5.唆
`

3.801

ジ 暉6.00 / 6.".

// //,.業務を行う上で適切な財務基盤、一般的な経理処理機力を有していること 5.00 5.001

合計 50,00 50.o0 50.00 26.601

2:`(う

iИ ,1■ )

5(1:)c tin

※ 本豪の表示は小数点第 2位までとし、諄定にあたっては「評価項目 (要求栞件)」 欄の最下位の項目の「採点集計・加点」櫂において小数点第 3位を切り捨てとする。

ただし、「採点集計」相の「合計」において、入札者の得点が小数点第 2位までが同点で小数点第 3位以下での得点で差がある場合、その位までを表示し、算定にあたつてはその次の位を切り捨てとする。



「原子力体験セミナー」採点:1
入札者名 :財団法人放射線利用振興協会

;,li {ili ,ri E (* .i,. *. i,i.)
点採 経

II I而  基

基 子′整 加  点

務の目的及び趣旨との整合性がとれていること
1-1-1 業

業務の目的及び趣旨との難合性
1-1

|-3-1 実施方法に具体1■があり 実現可能なものとなつていること

業務が貯宴にr成できること (日 澤「 、人 Ii 作業手師年が効果的であれIJ加 点する)
1-32 業務規根が適正であ り

客11的 な測定効果指標が設定されていること2-1-1

1.市後評価手法の具体性

2-1-2 評価手法が効果的であれば加点する

柔軟に対応できる体制が確保されていること
-2 国か らの ''I:望等 に迅速

2.知見 専ヽPl性等の有無

3.業務実施主体の適格性

|.実施体制の適格性

経理処理能力の適格性

を行う上で適切な財務基盤、一般的な経理処理能力を有していること
3-4-1 業務

上記のとおり、技術審FFの結果を報告します

技術審査職員



「原子力体験セミナ ー」1黒点表
入札者名 財団法人放射線利用振興協会

:「 1面 項 目 (要 求 要 件 )
1雨  基

目的及び趣旨との整合性がとれていること
1-1-1 業務の

1-1.業務の目的及び趣旨との整合性

1-3-1 実施方法に具体性があり 実 Iiη 可 fiヒ な もの とな つてい ること

業務が硫案に

'成
できること (日 程 .人 員 作業手 1顧等 が効果 的で あれ ば加 点す る )

1-3-2 業務規 1人が適正であ り

2.業務の評価手法

l.事後評価手法の具体性

-1 客観的な測定効果指標が設定されていること

2-1-ツ  評価手法が効果的であれば加点すろ

3¬ -2 日からの要tρ等に迅意 柔軟に対応できる体制が確保されていること

3 案級の有無

3.業務実施主体の適格性

3-2.知 見・専門性等の有無

3-1 実施体制の適格性

務を行う上で適切な財務基盤、一j:1:的 な経理夕ll理能力を有してしヽること

上記のとおり、技術審査の結果を報告 します。

技術審査 Ii〕 員



「原子力体験セミナー」採点表
入札者名 :財団法人放射線利用振興協会

価 基

基礎点 加  点 基 礎
採 占

20

//

10

齢及び職種等)が的確に捉えられていれば加点する

2-1 「フq業 務 1薫容 が仕 満ご した じて る と (内 容 創意エ 力ぐあれ ば 加 )′0

に
-2-2 細内容広 対が広報 者像 と て り分 か し易 との しな て れヽ 加ま す膚 る

1-l *Bos0l&uftEatawa#.
1-1-1 業務の目的及び趣旨との整合性がとれていること

1-卜2 広報趣旨と広報対象 〈年

t'?. *fytfi6,rl*st$ . {SE{lt

/́///

業務の内容及び実施方法

評 価 項 目 (要 求 要 件 )

3. EfE7r,*oJPEtt . &eri&

/´
//´

//
15

10

//´

1-3-1 実施方法に具体性があり、実現可能なものとなつていること

の業務を行つた実績があること (実績の内容に応して加点する)

業務を行う上で適切な財務基盤、-11的 な経理処理能力を有していること

5

5

5

5

5

合計 50

-2|-3 が適業務規模 でュ] 力くI有夢ミ業務 でに達成 る と ( 程 、 人 1・l 上イ乍 順手 等 が劾 果的で |よれ 力1 る,~ )

3-1-1
と

務実施葉 可 能 人員が 確 保 れさ t. と (,′」 人的 な 体 制員 な して れヽ t|ま 点′Il )

3-1-2 国 か らの要望等に迅速・柔軟に対応できる体制が確保されているこ1:

当ざ ■ヽ務 に 関 す 知 見 ウ′ ウ 有 てし t と 知見 ウ / ウヽの内容が高 な度 としの 認 め れ は す加 点 )

3-2-2 腰〕関連機 のと 力体制1脇 繁のた1書 のめ ネ ワ ク 有こ てし t のト そ1■ |よ 内 書 じに 応 加て 魚

3-3-1 過去に頬似

3.業務実施主体の適格性

実績の有無

3-4.経理処理能力の適格性

2.業務の評価手法

1.事後諄価手法の具体性

2-1-1 客理的な測定効果指標が設定されていること

2-1-2 評価手法が効果的てあれば加点する

1.実施体制の適格性

,,-2.10見 ・専門性等の有無

//
50

上記のとおり、技術響査の結果を報告 します。

技術審査専門員



「原子力体験セミナー」採点表
入札者名 :財団法人放射線利用振興協会

評  価 基 採

基礎点 加  点 基礎点
1加

用

20

//

内容が仕様を満たしていること (内容に創意工夫があれば加点する)

2

5

5

1-2-1

報 趣 と 対広報 Яι 齢(年 び及 が)職種等 的 確 捉 え しれ て れ` ば加点す る

業務

1-1 *r*0)E09&U&E &ogEet*
1-1-1.業 務の目的及び趣旨との整合性がとれていること

1-1-2 広

…2 業務内容の妥当性 '独創性
10

//

内容が広報対象者にとって分かり場いものとなっていれば加点十る

評   価   項   目   (要 :   求   要   イ牛)

1.業務の内容及び実施方法

1-2-, 広報

,実施方法の妥当性・独創性

//

25

//
:5

10

//´

1-3-1 実施方法に具体性があり、実現可能なものとなっていること

3-1-2 国からの要望等に迅速 ,柔軟に対応できる体制か確保されていること

力体制構築のためのネツトワークを行していれば子の内答に応じC加点する

3-3-1 過去に類似の業務を行った実績があること (実績の内容に応じて加点+3)

3-4-1 業務を行う上で適切な財務基盤、一般的な綾理処理能力を有していること

25

|

5

1

5

|;

5

務業 が適規 1■ 正-3- 2 務業で りあ 達成で とが確実 ( 程 、 1ミ人 イヤ が「11 効 あれ果的で 加|ェ す点 )

1-1 客観的な測定効果指標が設定されていること

実施 可業 務 人f,|`な が 確員 さ保 てれ し る と 効 果( なμ] 人 21員 市||体 て れヽ り
~

|まカロ,点 )る

3-P― | i奥 業 務 に 関 す 兒,11 ウノ ウ tを有 てし (知■ ウ ウヽて,内審が高度″, ともの め認 られれば加 点 ナ )

関 連機関 との協

2-1-2 評価手法が効果的てあれば加点する

31業務実施主体の適格性

葵績の有無

経理処理能力の適格性

2. *tAal,+it+,*
2-1.事 後評価手法の具体性

3-1.実施体制の適格性

2.知見・専門性等の有無

50 50

,●

上記のとおり、技術審査の結果を報告 します。

技術審査専門員



「原子力体験セミナーー」採点表
入札者名 i財団法人放射線利用振興協会

評 ・面 基 準

加  点

1-卜 1 業務の目的及び趣旨との整合性がとれていること

業務の目的及び趣旨との整合性

報内容 が 広 報対象 者 に と って分か り易い もの とな つて いれ は加 点り お
1-2-2 広

1-3-1 実施方法に具体性があり、実現可能なものとなつていること

1.業務の内容及び実施方法

評 価 項 目 (要 求 要 件 )

3実施方法の妥当性・独創性

2-1-1 客観的な測定効果指標が設定されていること

2-1.事後評価手法の具体性

評価手法が効果的であれば加点する

3-2-1 当i'業務に関す る知見  ノウハウをイiし て い るここ (知貝 ノウハウの内官が高度な もの な認め られれば加点す も)

機関との協力体制構築のためのネットヮールを有していれはその内書に応じて加点]~、 ,

3-2-2 関連

3-3.英級の有無

に類似の業務を行った実績があること (実績の内客に応じてぷl点 する)過 去

1-2 日からの要望等に迅速・柔軟に対応できる体制か市保されていること

知見・諄円性等の有無

3.業務実施主体の適格性

3¬ 、実施体制の適格性

3-4-1 11務 を行う上で通切な財務基盤、一般的な経理 ,■理能力を有していること

4 経理処理能力の適格性

上記のとおり、技術審査の結果を報告します。

技術審査専門員



入 札 結 果 報 告 書

入札事項  原子力体験セミナー・ ・

入札方法  一般競争入札 (総合評価落札方式)
●

`開 ホL日   平成 20年 2月 28日 (木 ) 16時 00分・

金 229,640,953.● 円・            ・
〔消費税及び地方消費税を含んだ金額 金 241, 123,00.o 円〕

落 札 者  財団法人放射線利用振興協会

落札価格

【入札状況】

※ 入札価格が予定価格の範囲内に達した
出する。

(単位 :円 )

入札者について、下表により総合評価点を算

`／
ｆ

【総合評価落札方式 (加算方式)】

※ 予定価格は、予定価格調書の参考価格の額とする。

上記のとおり、入札結果を報告します。

●

確認者

文部科学省研究開発局開発企

入 ホL 者 第 1回 第 2回 第 3回
財団法人放射線利用振興協会 0 229, 640, gss
2

3

入 オL者
50点

価格点①
X(1-入 札価格/予定価格)

技術点②
総合評価点
(①十②)

財団法人放射線利用振興協会“ 1=165.715'
76.60●

c
76.92 .

●

2

3
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委 託 業 務 実 績 報 告 書

21放 振協 (セ )第 7号
平成 21年 4月 10日

支出負担行為担当官
文部科学省研究開発局開発企画課長 坪井 裕 殿

茨城県那珂郡東海村白方白根 2
財団法人 放射線利用振興協会
理事長  田 中

4月 1日付
度エネルギー対策特別会計委託事業「原子力体験セミナー」

上記委託業務につしヽて、委託契約書第15条の規定に基づき下記の書類を添えて報告します。

1.業務結果説明書,(別紙イ)

年

年

０

０

２

２

成
成
平
平

記

2.業務収支決算書、(別紙口)

.)/14110

丈椰科学倉



別紙 イ

業 務 結 果 説 明 書







、ヽ__









別紙  ロ
業 務 収 支 決 算 書



別冊

仕 様 書

1.委託業務題目
教職員理解促進対策

2.委託業務の目的
国民の原子力に関する理解を深めるためには、国民一人一人が原子力や放射線等につ

いて考え、自ら判断するための環境整備が必要であり、学校教育の場などで、原子力に

ついてエネルギーや環境、科学技術や放射線等幅広い観点から総合的にとらえ、適切な

形で学習を進めることが重要である。

本業務においては、小学校・中学校 日高等学校・特別支援学校等の教職員を対象に、

原子力や放射線に関する知識を得ることのできる、学校教育の場での実践を意識した内

容構成の研修会を実施し、原子力や放射線に対する正しい知識や正確な判断能力を身に

付けることができる環境を支援することにより、原子力や放射線に対する理解増進を図

る。

3.委託業務の内容
(1~)受講対象者

全国の小学校・中学校 口高等学校・特別支援学校等の教職員

(参考 :過去 5年間の受講者数)

平成 15年度 平成 16年度 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度

1,342名 1:498名 10500名 1,695名 1, e3r fi.

(2)カ リキユラム (講義、実習、討議等)
原子力・放射線等に関する基礎を中心としたカリキュラムのほか、文部科学省がこ

れまで実施してきた原子力体験セミナーの受講経験者を中心とする原子力・放射線等

の応用画を学ぶカリキユラム等とする。

基礎を中心としたカリキュラムにおいては、小学校、中学校、高等学校の区分毎の

内容とし、多くの教職員が理解できる体制を整える。

また、改訂 (平成20年度告示)された学習指導要領においては、中学校理科第 1
分野で「放射線の性質と利用」を授業で取り上げることが明記されていることからヽ

学習指導要領を踏まえた項目をとりいれることとする。

なお、カリキュラム (講義、実習、討議等)は、学校教育の場での実践を意識した
内容構成とする。

(3)実践経験者等による講義等
原子力や放射線に関する教育の実践又は、原子力や放射線に関する教育の授業計画

の立案に取り組まれている教職員等を招聘し、講義、事例紹介及び討議等を行う。



(4)業務評価の実施
外部有識者で構成する業務評価委員会を設置し、業務における実施形態、実施手法

及び理解増進に係る効果等について評価を行う。

(5)業務評価報告書の提出
形  態 :紙媒体・様式任意
部  数 :10部
提出期限 :平成22年 3月 31日

4.委託業務実施期間
平成21年 4月 1日から平成22年 3月 31日 まで

53応札者に求める要求要件
(1)要求要件の概要
① 本委託業務に係る応札者に求める要求要件は、「(2).要求要件の詳細」に示すと
おりである。

② 要求要件は必須の要求要件と必須以外の要求要件がある。
・
③  「*」 の付してある項目は必須の要求要件であり、最低限の要求要件を示してお
り、技術審査においてこれを満たしていないと判断がなされた場合は不合格として

落札決定の対象から除外される。

④ 必須以外の要求要件は、満たしていれば望ましい要求要件であるが、満たしてい
・ な<ても不合格とならない。

⑤lこれらの要求要件を満たしているか否かの判断及びその他提案内容の評価等は、

技術審査委員会において行う。なお、総合評価落札方式に係る評価基準は別添の総

合評価基準に基づくものとする。

(2)要求要件の詳細
総合評価基準の「評価項目及び得点配分基準」と同様。

6.賃貸借物件
委託業務において使用できるリース物件は、仕様書別添 1のとおり.

.※ リースの継承を選択した場合

賃借人と受話者が異なる場合、受託者は各賃貸借契約の賃貸借人と協議の上、賃借人

の権利を承継すること。

7.無償貸付を行える物品
仕様書別添 2のとおり。受託者は当該物品の使用に当たつて、平成20年度委託業務ま
での使用者と適宜協議を行い、適切な使用を行うこと。なお、当該物品を使用及び管理す

るために係る費用は受託者の負担とする。



8.守秘義務
受話者は、本委託業務の実施で知り得た非公開の情報を如何なる者にも漏洩してはなら

ない。

受託者は、本委託業務に係わる情報を他の情報と明確に区別して、警良な管理者の注意

をもつて管理し、本委託業務以外に使用してはならない。

9口 その他

この仕様書に記載されていない事項、または本仕様書について疑義が生じた場合は、文

部科学省と饉宣協議を行うものとする.

本委託業務の実施にあたっては、会計に関する法令に定めるほか、科学技術 “学衛政策

局、研究振興局及び研究開発局委託契約事務処理要領により適切に実施しなければならない。

.ヽ_′



仕様書別添 1

【リース物件】

【再リース物件】

【リース会社】

株式会社 トータルサポートシステム

茨城県那珂郡東海村舟石川駅西3-10-11.
029-287-2277({モ 表)

ヽ ン

品名 仕様
リース

契約期間

リース価格

円/年
備考

CA:用パソコン

本体 :NT2850(エ プソンダイレク ト製)
OS :WindowsXP Pro

CPU:Penti ulm‖750 (1.86GHz)

メモ リ :1.OG B(512MB X2)
HDD:60GB
光学 ドライブ :スリムスーバーマルチドライブ

マウス :オブティカルマウス

H18.7.1

H22.6.30

44,472 1台

FAX

本体 :imagio Neo165モ デル 6(リ コー製)
給紙テープル :PT27

サプライテーブル :タ イプ3
インナー1ビントレイ :タイプ‖3

H18.4.1

H22.3.31

214,956 "ム:ロ

口 ″
mロ 仕様

再リース

契約期間

再リース価格
円/年

備考

複写機

本イホ:imagio Neo452(リ コー製)
給紙テープル :PT30
.ド キュメントフィーダ :RF7
フイニッシヤー :SR21

中継ユニット :タ イプ N5

給紙 トレイ :.タ イプ N5

H21.4.1

H22.3.31

約 200,000

(カウンター料金

含む)

1台



仕様書別添2

取得資産一覧

【所在場所 :財団法人放射線利用振興協会 茨城県那珂郡東海村白方自根2-4】
｀

品名 仕様 数量
備考

取得年月日 金額l(円 )

放射線基礎試験装置

アロカ鶴製
。α線プローブ
・GMプロープ
。ベーシツクスケーラ
・プリアンプ

ZD―TCS-212

CP-10130

TDC-105

PAM-5010

‖内田洋行製
収納棚 (軽量棚、キャビネット)

7本

7本
7台

7台

1台

H2.12.10 5,125,352

中性子時間分析測定

装置

ラボラトリ イクイップメントコーボレーション欄腱
LABOイ ンターフェイスボード HcA-43F→2
NECい製
データ収集・処理装置 (“、モニタ、キーボード)
EG&Gオーテック婦製
N:‖ モジュール

放射線針測用モジュール (γ線・中性子測定部)
・高圧電源       478
・増幅器       575A
・デイケイライン増幅器 460
・前置増幅器用電源   4002A
・ビン電源       4001A/4002AK
ロイタース トーク製
He-3中性子検出器
RS―P4r0810-104   9。 9atm

キャンベラ製

波高分析装置及びユニット

(時間及び波高分析装置部)

1枚

1台

2台
1台

1台

1台

2台

2本

1式

H3.10。 30 5,288,576

ダストサンプラー 千代田保費用品‖製  eS)TH― D5101 3台 H4.7.6 247,200

実晋用器材等運搬ケ
ース

原子カエンジエアリング綺製 10個 H4.7.28 2,163,000

G‖ 型サーベイメータ 原子カエンジエアリング鮨製 5台 H5.2.16 4,720=500

‖Al(T:)シンテレー
シ ョン方サーベイメ

ータ

原子カエンジエアリング輌製 5台 H5。 2.16 5,270,500

器材運搬ケース

原子カエンジエアリング綺製
・カラーディスプレイモニタ用運搬ケース
・パソコン用運搬ケース
・教材用サーベイメータ用運搬ケース
・大型霧箱運搬用ケース

ぅ ム4口

2台
3台
8台

15台

H7.1.30 2,163,000

携帯用 ZnSシンチレ
ーション計数機

鶴東洋電子計測製 5台 H7.2.9 3,619,420



「

サーベイメータ説明

用教材

原子カエンジエアリング榊製
・GH型サーベイメータ
・シンチレーション型サーベイメータ
。放射線核種分析用オプショシユニット

3台
3台
8台

14台

H7.2.10 9,702,600

サーベイメータ説明

用教材

原子カエンジエアリング鱈製
・G‖ 型サーベイメータ
。シンテレーション型サーベイメータ

2台
2台

4台
H8.2.27 2,766,286

1肱散型霧箱
島津理化学器械綺製
低温拡散型  WH-50 1合

Hll.6.23 204,750

,改射能測定装置

BICRON/NE社製
ポータブルスペクトルスコピシステム 関noSPEC

核種定量分析ソフトウェア
lBM製
核種定量分析ソフトウェアコンピュータ 節∞-43J

東洋メディック輔製
ポータブル鉛シールド FS―YLA223型

3式

H12.1.27 8,471,400

プ リンタ :PS:O NX710 リコー製 1台 H12.7.17 141:120

ヤルチメディア対応
プロジェクタ

プロジエクタ本体

LVP‐―X300

ノーートパソコン

Latl・tude CPt

ソフトウェア

‖S Office2000PR0

デジタルカメラ
CA‖ED:A  C-990Z00M

三菱製

DELL製

マイクロソフト製

オ リンパス製

1式

H12.7,19 1,564,500

大型霧箱運搬用アル

ミケース

アルミ製、施錠、取手、キヤスター付き

原子カエンデニアリングい製

3台
H13.11.15 409:500

ドライアイス冷却型

霧箱

DR-001

閣ラド製

3台
H13.11.30 2,331,000

カラー レーザープリ

ンタ

本体

lpsio Co:or 8100

増設メモリ 128MB(307867)
500枚給紙テーブル
給紙トプルタク

・ 8000

リコー製

1台

1 個

台1
H14.3.20 581,700

データベース用バー

ソナルコンピユータ

本体 (lB‖ 製 )

e server xSerles 200  8479-4GJ

置源装置 (APC製 )
Su700J

モニタ (三菱製 )

RDT152X

パックアップ装置(lBM製 )
20/40GB DAT
ソフトウエア (Oracle製 )
OraCle W'Orkgroup Server  R8.1.7

1台

1台

1台

1台

1本

H14.3.29 652,680

原子力発電実験模型

模型本体

輸送容器

(有)共立模型製作所製

Zヽ
ロ

箱

3

3 H14.6.28 1,484:700

( ,



火力発電実験模型

模型本体

輸送容器

(有)共立模型製作所製

3

3

Z、
ロ

箱 H14.6.28 833,700

フ・リアンフ・用電療 ‖ODELl12 1台 H14.3.5 157,500

中性子実験装置

1汎用前置増幅器 (142:H)

1高圧ケーブル 12フ イー ト(C-3■ 12)
1高圧ケーブル 12フ イー ト(C-36-12)
1小型ビン電源 (4006)

増幅器 (570)

タイミングシングルチヤネルアナライザα⇒ (“ 1)

タイマー付きカウンタ(871)

高圧電源 0～2kV(″8)
モジュール延長ケーブル (401■3)

接続ケープル 6イ ンチ (←2■1/2)

ORTEC製
H8-3計数管 (膊―P4-0402-208)

ロイター・ス トークス社製

2

2

2

1

1

1

2

1

1

2

ヱ、

本

本

台

台
ヱヽ
ロ

台

`ロヽ

本

本

2本

H14.12.2 2,691,150

セミナー記録用機材

ポイスレコーダ (D‖R-3500S)

ビデオ (N卜ⅨB55)

テレビ (KV-29DS55)
・ァレビスタンド

東芝社製

ナショナル社製

ソニー社製

3台

1台

1 台
ヱヽ
1

H14.12.16 214P515

マルチ液晶プロゾェクタ

プロジエクタ本体 (MP-700)
パツクライトユニット (MP,卜25)
収納ケース (‖PHc-looo)
パソコン接続ケープル (‖ PC―VGA-5)

日本アビオニクス

"製

2

2

2

2

′、
ロ

台

個

本

H15。 2.27 1,9041700

GMサーベイメータ TCS-136ア ロカ締製 3台 H15.7.31 908,250

α線検出実習装置

α線検知装置 (S●200)
電子計数装置 (‖X-lm)

島津理科器械綺製

2

2

Zヽ
自

`、ロ H16.2.3 603,750



2

(別添)

業 務 計 画 書

1.委託業務の内容

1.委託業務の題目
「教職員理解促進対策」

実施機関

住 所 茨城県那珂郡東海村白方白根2-4
機関名 財団法人放射線利用振興協会

3.委託業務の目的
国民の原子力に関する理解を深めるためには、国民一人一人が原子力や放射線等に
ついて考え、自ら判断するための環境整備が必要であり、学校教育の場などで原子力
についてエネルギーや環境、科学技術や放射線等幅広い観点から総合的にとらえ、適
切な形で学習を進めることが重要てある。

本業務においては、小学校・中学校・高等学校・特別支援学校等の教職員を対象に、
原子力や放射線に関する知識を得ることのできる、学校教育の場での実践を意識した
内容構成の研修会を実施し、原子力や放射線に対する正しい知識や正確な判断能力を
身につける環境を支援することにより、原子力や放射線に対する理解増進を図ること
を目的とする。











「教職員理解促進対策」採点集計表,

入札者名 :財団法人放射線利用振興協会,

※ 本表の表示は小数点第 2位までとし、算定にあたつては「辞輌項目 (要求案件)」 欄の最下位の項日の「採点集計・加点」欄において小数点第3位を切り捨てとする。

ただし、「採点集計」欄の「合計」において、入札者の特点が小数点第 2位までが同点で小数点第 3位以下での得点で差がある場合、その位までを表示し、算定にあたつてはその次の位を切り捨てとする。

技術審査専門員 z

技術審査職員  2“

評 薔 基 準 採 点 集 計 ■■■ ■■■■ ■■■■ ■■■■

基礎点

la

加 点

1● 0ヽ

薔腱点

璽頭

加 点

回国亘
シζ

薔礎点 加 点 基礎点 加 点 基礎点 加 点 基礎点 加 点

//5.α〕, // 5.∞

広報趣旨と広報対彙 (年齢及び
=種
等)が的確に提えられていること.

評 価 項 目 く要 求 要 件〉

拿 !-1-1.業務の目的及び趣口との壺合性がとれていること.

.業務の日

中

ノ
/5.∞4 5.∞ ノ/

lQ"し 6.00. lQ OL 1.mL

5.00, 5.00, 5.00 1.50日の広報業務として妥当な内審であること。 (内容に劇童工夫があれば加点する。)

広報内書が国民一般にとって分かりあいものとなつていること。

＊
　

　

＊

業務内書の妥当性・数綱性.

//6.∞t 5.00 //
lQ∞じ ■ 00。 1● 0吐 1.2亀

ノ
/

5。 (X)・ 5.00 //
5,∞ .

扇Z召
/

5.00

図函亘
1● ID

麗Z召
/=i

1.255.00●

国回
10∞L

5.00, // 5.00 //
5.00・ ∠
軍
ｍ

5.00

lQ

∠
回「

5.(X)・ 5.Oq 5.00 0.50

//氏 ∞ . 5,∞ //
10.00. lα 00■ 10。 0ヽ0。 3.0ヽ

10.000 5。 (Ю. 10.00 1.75

ノ/

1■-1.実施方法に具体性があり、実現可能なものとなつていること。

1-3-2.集 薔理機が適正であり.婁薔目的が薔興:=量威できること。 (日程.人員、作霙手嗜専がお曇的であれば加点する。)

業務実施可籠な人員が確保されていること。 (効果的な人員体‖となつていれば加点する。)

3-1-2.国 からの要望等に迅速・彙欧に対応できる体

“

が薔保されていること。

関連機関との協力体綱構摯のためのネットワークを有していればその内客に応じて加点する。

*

攣

摯

*

事後絆薔手法め具体性

-2.効果の露価手まに妥当性があること.

.実施体
"の
道格性.

*

知ユ・専目性等の有彙・

* 当腋業務に関する知見・ノウハウを有していること。

実施方法の妥当性・独編性 .

2-1-1.客 観的な瀾定効果指標が設定されていること.

5.(X). // 1.25

ι00. 500. 駐0■ 20喝

過去に類似の業務を行つた実績があること。 (実績の内喜に応じて加点する。)

業務を行う上で適切な財務薔彙、一般的な経報処理機力を有していること。Ⅲ

実績の有無●

継理処理籠力0適格性・

5.α )斃 5.∞. 5.00 2.00

// ノ /5.00● 5.0%

// ノ
/15.OQ 5.00

合計 70.00, 30.100。 70.OQぼ 3.25J

帥:I■)、 lII)

lQ〔E)∞ m
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:千価基基 採点

採 点 経 緯
基礎点 加点 基礎点 加 点

30 10

1-1.業 務の目的及び趣旨との整合性

1-1-! 業務の 目的及び趣旨との整合性がとれていること。

1-1-2広 報趣 旨と広報対象 (年齢及び職積等)が的確に捉えられていること。

10 //

/
/

業務内容の妥当性・独創性

国の広報業務 として妥当な内容であること。 (内 容に創意工夫があれば
加点する。 )

1-2つ 広報内容が国民一般にとって分か り易いものとなっていること。

10

/
1-3実施方法の妥当性・ 独創性

|-3-1 実施方法に具体性があり、実現可能なものとなつていること。

1_Q_っ 業務規 1■が通正であ り、業務目的が確実に達成できること・・ ‐ 員、作業手順等が効果的であれば加点する。 )
(日 程、 人

10

/
2

事後評価手法の具体性

¬.客観的 な測定効果 li標 が設定 され ている こと。

-2効果の肝価手法に妥当性があること

10 /
10 //

/
/

3.業務実施主体の適格性 30 20

10

/
10 10

10

/

//

/
合計 70 30

「教職員理解促進対策」採点表
入札者名 :財団法人放射線利用振興協会

評 価 項 目 (要 求 要 件 )

1.業務の内容及び実施方法

上記の とおり、技術審査の結果 を報告 し志す。

技術審査専門員

加点付与基準  : 大変優れている :5  優れている :3  やや優れている :¬   警通 :0



「教職員理解促進対策 1採点表
入札者名 .財□法人放1す線利用振興協会

:華   II i  I彙   目   (要   ,t  II  イ「 )
::「 1薔基二L ;員点

l iI務 の内容及ひ実施方法

|― l.■ 務の目的及び趣旨との整合性

｀
11-1-務 の目的及 び趣 旨との整合性 か とれ ている こと

1-卜2 広報趣 旨と広報対象 (年 齢及 ひ職 i千等 )が的確 に 1■ え られ ていること

1-i2 寅務内容のI当 1■・ 独1“1

国の広 報
加′点す る

業務として妥当な内7,で
)

あらこと。 (内 容に創 ,〔

'■
大かあれば

|-2-2 広 .ia内喜が日 F一′1'に よって分か ,,黒 t、 1,の とな っていること

1-3実施方 ,まの妥当性・独創1■

実施方法に具体 1ヽ があ lチ 、実現可能なものとなつて tヽ ■、こと

業務規模が瀬正てあ り
■、作業手順等が効果

、■務目的が硫実に
'I成
できること

的であれば加点する )
(日 程 、 人

2.業 務の評価手法
'I後 蔦千価手法の具体 11

客11“ 1な 測

"'効
果指構が設 ,IFさ れていおこと

効Fの 評価 T法 |ミ 妥・1111か `,る こと .

3.来 務実施主体の適1綱■

1.■施体制の躙イf,1■

::矛 ,賓 ip可 1,な 人 |,が 薇偉 ホれて 1ヽ るこ′':^
にいれば加点り る,) `′

り,黒 n:,な 人 Fi(本 t.:l.=な っ
5

3-1' I,助 い`の製 r′'等に‖l速 ・I教 に ,11凛 τ■ろ体11が ‖保
=力
て ,ヽ ■こ .1:

知見 ■ヽ円性等の市無

1 当■
'jl::務

|二 |::lり も知足・ 'ノ ノヽヮ■■:し
~‐ ‐,こ た。 5

.IIl遭 機関との協力
客に応 して加点す

実績の有無

1撃
奄 |こ ;爾

frlの業務t行 つた実績があ ■こと (実 (1の 内容 には して加 点

経理処理 lii:力 の通描it

+4-奮鷲“
_Lで ,1切な「オ務聾

合計

体制構 ,´tの た ′`の ネ ッ トヮー クナ有 υてい力ば ■の 内

一般的な11理 4,1能 力を有 して 1ヽ るこ

加点付与基準  : 大変優れている :5 優れている :3  やや侵ねてぃる il  普通

基■点 /r.* lLti.:rll 加 点

30 10

//10

/
10

10

/

10 /́//

10 //

:j

:〕

／

　

一／

／
　
一　
／

／
一
　
　
／

30 20

/

5

//

7o 30

乗ヽ 点 経: ,ゞ

上記の とお り、 1支術宇蓋の結果を報告 します

技術書ii駐綺



評価基準 採点評 価 項 目 (要 求 要 件 )

加 点
保 点 経 緯

1-!― 1 業務の目的及び趣旨との整合性がとれていること。

業務の 目的及び趣 旨との整合性

1-卜2 広報趣旨と広報対象 (年齢及び職種等)が的確に促えられていること,

(内 客に創意工夫があれば
国の広報業務 として妥当な内容であること
加点する。 )

1-2.業務内容の妥当性・独創性

-2-2 広報内容が国民一般にとって分か り易いもの となっていること,

1-3-l 実施方法に具体性があ り、実現可能なもの となつていること

1-3.実施方法の妥当性・ 独劇性

きること。 (日 程、人:_._. 業務規模が適正であ り
'~°

~′

 員、作業手順等が効果
、業務目的が確実に達成で
的であれば加点する。 )

客理的な′j‖定効果:,標が設定 されていること。

事後押価手法の具体性

効果の 1平 価手法 に妥 当性 があ ること。

(効果的な人員体制となっ午1_1 業務実施可能な人髄が確保されていること‐.. 
ていれば加点する。)

3-1.実施体制の適格性

国か らの要望等に ,■速・ 柔軟に対応できる体制が確保されていること。

3-2-1 当該業務に関する知見・ ノウ′ヽウを有 していること。

3-2.知見・専門性等の有無

築のためのネツトワークを有していればその内関連機関との協力体制構
容に応 して加点する。

実餞の有無

峡 績の内容に応 じて加点
過去に類似の業務を行 つた実績があること
する。)

経理処理能力の適格性

業務
と。
を行う上で適切な財務基盤、一般的な経理処理能力を有 しているこ

「教職員理解促進対策」採点表
入札者名 :財団法人放射線利用振興協会

上記の とお り、技術審査の結果を報告 します

加点付与基準  : 大変優れている :5  優れている :3 やや優れている :1  普通 :0

技術審苺職員



入 札 結 果 報 告 書

入札事項  教職員理解促進対策

入札方法  一般競争入札 (総合評価落札方式)

開 札 日  平成 21年 2月 25日 (水) 14時 00分

落札価格  金 165, 794,286,。 円
〔消費税及び地方消費税を含んだ金額 金 174,084,Ooo`円 〕

●

｀
落 札 者  財団法人放射線利用振興協会、

(単位 :円 )

定価格の範囲内に達した入札者につし`て、下表により総合評価点を算

【総合評価落札方式 (加算方式)】

※ 予定価格は、予定価格調 とする。

上記のとおり、入札結果を報告します。

確認者

文部科学省研究開発局開発企

【入札状況】

※ 入札価格が予
出する。

入 札 者 第 1回 第 2回 第 3回
財団法人放射線利用振興協会 165,794,286.

2

3

入 オL 者 価格

50点 X(1-入 札価格/ 予定価格)
技術点②

総合評価点
(①十②)

財団法人放射線利用振興協会
0。 2a

50x (1-165, 194,286/166, 645, 71
78。 25

●

78.50=
●

2

3
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委 託 業 務 実 績 報 告 書

支出負担行為担当官、
文部科学省研究開発局開発企画課長 土橋 久 殿

茨城県那珂郡東海村白方白根 2
財団法人 放射線利用振興協会

理事長 、 田 中

記

1.業務結果説明書 (別紙イ)

2.業務収支決算書 (別紙口)

第 F ‐
す・

22放 振協第 2号
平成 22年 4月 9日

平成21年 4月 1日付´
平成 21年度手ネルギー対策特別会計委託事業 、「教職員理解促進対策」・

上記委託業務について、委託契約書第 15条の規定に基づき下記の書類を添えて報告します。

22:40-9

科1:|
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別紙  ロ

業 務 収 支 決 算 書



別冊
仕 様 書

1.委託業務題目
原子力・放射線に関する教育職員セミナー (基礎コース)
<本業務は、文部科学省と経済産業省資源エネルギー庁との共同業務である>

2.委託業務の目的
国民の原子力に関する理解を深めるためには、国民一人一人が原子力を含めたエネル
ギーについて考え、自ら判断するための環境を整備し、学校教育の場などで、原子力に
ついてエネルギーや環境、科学技術や放射線等幅広い観点から総合的にとらえ、適切な
形で学習を進めることが重要である。
本業務においては、小学校、中学校、高等学校、高等専門学校及び特別支援学校等の
教育職員等を対象に原子力や放射線に関する知識の習得を図ることのできる学校教育の
場での実践を意識した内容構成のセミナーを実施し、原子力を含めたエネルギーに対す
る正しい知識や正確な判断能力を身に付けることができる環境を整備することにより、
原子力を含めたエネルギーに対する理解の促進を図る。

3.委託業務の内容
(1)受講対象者
・全国の小学校、中学校、高等学校、高等専門学校及び特別支援学校の教育職員
・教育職員に準じた者 (大学院生 3大学生とこれらの教育職員)及び教育委員会
指導主事、教育行政に関わる地方公共団体職員等

(2)開催数
1回あたり30人程度の規模とした場合、46回以上開催すること。
※全国を9プロックに分割し、5コース程度とした場合の目安。
(3)セ ミナーの実施
セミナーの実施にあたっては、以下の点に留意し、多くの教育職員等がセミナー
に参加 0理解できるよう工夫すること。
・原子力・放射線等に関する基礎的な知識の習得を図ることができるカリキユラ
ム (講義、実習、討議等)とすること。
口平成21年度に文部科学省と経済産業省資源エネルギー庁が制作した小学生と
中学生向けの原子力に関する副読本 (以下「副読本」という。)の活用法の習得
及び副読本を使用した授業など学校教育の場での実践を意識した内容構成とす
ること。
・平成20年告示及び平成21年告示により改訂された学習指導要領における社
会科や理科や総合学習などの教科で内容の充実が図られた原子力を含めたェネ
ルギーについての項目を取り入れること。
・小学校・中学校・高等学校等の児童生徒の発達段階に応じた区分を設けること。
・原子力や放射線に関する教育の実践又は原子力や放射線に関する教育の授業計
画の立案に取り組んでいる教育職員等を招聘し、講義、事例紹介及び討議等を
行うこと‥
・地域の教育委員会、教育センター、学校、教育研究会等との連携や地域性も考
慮すること。
なお、副読本については、電子データを両省庁から貸与する.
(4)周知活動
セミナーヘの参加の促進を図るため、セミナーの周知活動を行う。
また、両省庁が実施する他の原子カロエネルギー教育支援事業についても合わせ
て周知を図る。



(5)業務評価の実施
外部有識者で構成する業務評価委員会を設置し、業務の実施形態や実施手法、実
施状況や経過、結果や実績について、検討や検証を行い、本業務による理解促進に
係る効果等について評価を行う。
なお、外部有講者の選定にあたっては、両省庁と協議すること。
(6)業務評価報告書の提出
形  態 :紙媒体 (様式任意)及び電子媒体
部  数 :両省庁へ紙媒体で 10部、電子媒体で 1式
提出期限 :平成23年 3月 31日

4.委託業務実施期間
平成 22年 4月 1日から平成23年 3月 31日 まで

5.応札者に求める要求要件
(1)要求要件の概要
① 本委籠業務に係る応札者に求める要求要件は、「(2)要求要件の詳細」に示
すとおりである。
② 要求要件は必須の要求要件と必須以外の要求要件がある。
③  『*」 の付してある項目は必須の要求要件であり、最低限の要求要件を示し
ており、技術審査においてこれを満たしていないと判断がなされた場合は不合
格として落札決定の対象から除外される。
④ 必須以外の要求要件は、満たしていれば望ましい要求要件であるが、満たし
ていなくても不合格とならない。
⑤ これらの要求要件を満たしているか否かの判断及びその他提案内容の評価等
は、技術審査委員会において行う。なお、総合評価落札方式に係る評価基準は
別添の総合評価基準に基づくものとする。

(2)要求要件の詳細
総合評価基準の「評価項目及び得点配分基準」と同様。

6.賃貸借物件
委託業務において使用できるリース物件は、仕様書別添 1のとおり.
賃借人と受託者が異なる場合、受託者は各賃貸借契約の賃貸借人と協議の上、賃借人
の権利を承継すること。

7.無償貸付を行える物品
仕様書別添2のとおり。
受託者は当該物品の使用に当たつて、平成21年度「教職員理解促進対策」の受託者
と適宜協議を行い、適切な使用を行うこと。なお、当該物品の使用及び管理に要する費
用は受託者の負担とする。

8.守秘義務
受話者は、本委託業務の実施で知り得た非公開の情報を如何なる者にも漏洩してはな
らない。

受託者は、本委託業務に係わる情報を他の情報と明確に区別して、善良な管理者の注
意をもつて管理し、本委託業務以外に使用してはならない。

9,その他
この仕様書に記載されていない事項、または本仕様書について疑義が生じた場合は、両
省庁と適宜協議を行うものとする。



本委託業務の実施にあたっては、会計に関する法令に定めるほか、科学技術・学術政策
局、研究振興局及び研究開発局委託契約事務処理要領により適切に実施しなければならない。



仕様書別添 1

′ ヽ

―ス物件】

【リース会社】
株式会社トータルサポートシステム
茨城県郷珂郡東海村舟石川駅西3-10-11
029-287-2277(代 表)

品名 仕様
リース

契約期間

リース優格
円/年 備考

鉄 :用パソコン

本体 :‖T2“0(エプソンダイレクト襲)
OS:W:ndOwsXP Pro

CPU:Pent:u直750(1.866版 )
メモリ :1.00B(512M B X2)
H":m“
光学 ドライブ :スリムスーパーマルチドライプ
マウス :オブティカルマウス

H18,7.1

H22.6.∞

44,472 1台



仕様書別添 2

無償貸付を行える物品一覧
【所在場所 :財団法人放射線利用振興協会 茨城県那珂郡東海村白方白根2-4】

品名 仕様 数量
備考

取得年月日 金額 (円 )
ダス トサンプラー 千代田保安用品榊製  (3S)TH― D5101 3台 H4.7,6 2471200

器材運搬ケース

原子カエンジエアリング1榊製
・カラーディスプレイモニタ用運搬ケース 2台
・パソコン用運搬ケース         2台
,教材用サーベイメータ用運搬ケース   3台
・大型霧箱運搬用ケース         8台

15台

H7.1.30 2,163,000

大型霧箱運搬用アル

ミケース

アルミ製、施錠、取手、キヤスター付き

原子カエンシ・ニアリンク
・
榊製

3台
H13.11.15 409,500

ドライアイス冷却型

霧箱

DR-001

0ラ ド製
3台
H13.11.30 2,331,000

原子力発電実験模型

模型本体

(有)共立模型製作所製

3

3

′ヽ

箱 H14.6.28 1,484,700

火力発電実験模型

棋型本体

輸送容器

(有)共立模型製作所製

3

3

台

箱 H14.6.28 833,700

マルチ液晶プロデ■クタ

プロジエクタ本体 (HP-700)
バツクライ トユニット (MPBL-25)
収納ケース (‖PHc-1∞o)
パソコン接続ケーブル (MPC―VG肝5)
日本アビオニクス船製

2

2

2

2

′、
ロ

台

個

本

H15.2.27 1,9041700
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業 務 計 画 書

|.委託業務の内容

1.委託業務の題目

「原子力 0放射線に関すぅ教育職員セミナー (基礎コース)」

2.実施機関

住 所 東京都渋谷区渋谷二丁目1番 1号
｀
機関名 公益財団法人日本生産性本部

3.委託業務の目的

国民の原子力に関する理解を深めるためには、国民一人一人が原子力を含めたエネルギーについ
て考え、自ら判断するための環境を整備し、学校教育の場などで、原子力についてエネルギーや環
境、科学技術や放射線等幅広い観点から総合的にとらえ、適切な形で学習を進めることが重要であ
る。

本業務においては、小学校、中学校、高等学校、高等専門学校及び特別支援学校等の教育職員等
を対象に、原子力や放射線に関する知識の習得を図ることのできる学校教育の場

‐
iFの実践を意識し

た内容構成のセミナーを実施し、原子力を含めたエネルギーに対する正しい知識や正確な判断能力
を身に付けることができる環境を整備することにより、原子力を含あたエネルギーに対する理解の
促進を図ることを目的とする。

ｒ
　
　
｝













言平 個1基 準

la 10.OC

基 礎 点

祠 鼈

5. 5.OC ノ ″
/

5.00 // )じ//
100q 5.00 10. 」 4.コ

5.00 5. 4.50

//5.00 5.00 //
10.00 5,00 10.00 3.∝

5.00 //// 5.00

評 価 項 目 (要 求 要 件 )

目的及び趣旨との整合性がとれていること。

12.業務内容の妥当性・独創性.

(日程、人員、作業手順等が効果的であれば加点す

2-1-1.客観的な測定効果指標が設定されていること。

いつ の つ

の つ

2-1

-2.効果の評価手法に妥当性があ こ と

* 1-3-2. と。

* 1-1-1.業務の

ホ 1-1-2
れてい

* 1-2-1
意工夫が

* 1-2-2.
ること

*
こと。

)

内容

1-1.業務の目的及び趣旨と

実施方法の妥当性・独創性・

*

*

2■業務の

5.00

島趣熙稽1吊

5.OC

麗蒻炒

5.00

醸竃ご稽節

3.OC

ノ /10.00 lo.oq
ー/

5.00 ノ
′/ 5.00 /
ノ
/′5.00 5.00 /

10.OC 5.00 10.00 3.50

5.00 5.00 5.00 3.50

3-2-1.当 歓業務に関する知見・ノウハウを有していること。

3

ホ
つ

キ 3-1-1
つ じ

1-2.
て い

*

* 3-4-1
してい

人 点する.

*

3-2.知見・専門性等の有無

ツ
3-2-2.

二応 じて加

実績の有無′

経理処理能力の適格性

3-1。 実施体制

///15.00 // 5.00

10.00 10.00 10.00 5.7ξ

10.00 5.OC 10.00 3.5d

// 5.OC // 2.251

5.∞ 5.00 , 5.OC 3.5q

5.00 5.00 5.OC
I

3.5q

5_00 / 5.00 /
5. // 5.00ノ′fl

入札者名 :(財)日本生産性本部
原子力・方 線に関する教育議員セミナー (基礎コース) 採点  }表

技術審査職員数
査

本表の表示は小数点第 2位までとし、算定にあたっては「評価項目 (要求案件)」 欄の最下位の項目の「採点集計・加点」欄において小数点第 3位を切り捨てとする。
ただし、「採点集計」欄の「合計」において、入札者の得点が小数点第 2位までが同点で小数点第3位以下での得点で差がある場合、その位までを表示し、算定にあたって
はその次の位を切り捨てとする。



原子力・方 凛に関する教育職員セミナー (基礎コース) 採点  卜表
入札者名

技術審査職員数

本表の表示は小数点第 2位までとし、算定にあたつては「評価項目 (要求案件)」 欄の最下位の項目の「採点集計・加点」欄において小数点第 3位を切り捨てとする。

ただし、「採点集計」欄の「合計」において、入札者の得点が小数点第 2位までが同点で小数点第 3位以下での得点で差がある場合tその位までを表示 し、算定にあたって
はその次の位を切 り捨てとする。

お黒 1 計 ■■■■■■■E`評 価 項 目 (要 求 要 件 )
加  点 口 点 基 礎 点 1加 点

1鶉爾
r―――……・

―

1 10・ 凶

麟毀錮即

フア lo.oq

爾爾艶輌

5.00 ノ// 5.00 /
5.00 // 5.00 //
10. 5.00 10.00 3.風

5.00 5.00 5.00 3.5q

5.00 // 5.00

10.OC 5.00 10・∝ 2.a

5.OC // 5.OC

1-1-1.業 務の目的及び趣旨との整合性がとれていること。

(日程、人員、作業手順等が効果的であれば加点す

:こ

つ ι つ

つ

)

で

* 1-3-2. と。

業務の

1-1.業務の目 び趣旨と

*

* 1-1-2.
1=い こと。

* 1-2-1
意工夫が れ

* 1-2-2.
こ と

* 1-3-1

る

業務内容の妥当性・独劇性

1-3.実施方法の妥当性・独理性

5.00 5.00 5.00 2.25

燃lψi燃1鵬融側

10.00

雰鶴籐鶴観

:フIア 10`0(

5,00 // 5.00-1.客観的な測定効果指標が設定されていること。

1-2.効 果の評価手法に妥当性があること。

*

ホ //5.00 5.00

靭 VI篠 P盛鰤織

10・嘔

躙機ζ麟懸

5.∝靱一回
，
一

5.OC 5.OC 5.OC 2.75

//
っていれば加人 と

* 3-1-1

* 1-2.
ていること

1

5.OC 5.OG

10・ 咽 10.00 10・

"
5,7ξ

10.00 5.00 10.00 3.001.当該業務に関する知見・ノウハウを有していること。*

ていれば の に応 じて加

←2.知見 。専門性等の有無

ツ // 5.00 // 2.75

5.00 5.00 5。∞ 3,Oq

つ

て
* 3-3-1

3-3.実績の有無

5,00 5.00 5.00 3.00

5.∞ / 5.Oq経理処理能力の適格性

ホ
を有していることc

5.00 // 5.00 //



評 価 基 準 採  点評 価 項 目 (要 求 要 件 )
基礎点 加 点 基礎点 加 点

1-1-1.業 務の目的及び趣旨との整合性がとれていること。

つていつ て1-2-2.
ること

1.業務の内容及び実施方法

2-1-1.客観的な測定効果指標が設定されていること。

2.業務の評価手法

2-|-2.効果の評価手法に妥当性があること。

3-2-l.当 該業務に関する知見・ ノウハウを有 していること。*

3-2.知見・専門性等の有無

実績の有無

*

3-4.経理処理能力の適格性

*

原子力・放射線に関する教育職員セミナー (基礎コース) 採点表
入札者名 :(財)日本生産性本部

3.業務実施主体の適格性

上記のとおり、技術審査の結果を報告します。

技術審査専門員

加点付与基準 :大変優れている :5  優れている :3 やや優れている :1  普通 :0



入札者名 :(財)日 本生産性本部
原子力・放射線に関する教育1載員セミナー (基礎コース) 採点表

上記のとおり、技術審査の結果を報告します。

評 価 項 目 (要 求 要 件 )
評 価 基 準 採  点

採 点 経 緯
基礎点 加 点 基礎点 加  点

業務の内容及び実施方法

1-1.業務の目的及び趣旨との整合性
* 1-1-1.業 務の目的及び趣旨との整合性がとれていること。

* 1-1-2_
れていること

1-2.業務内容の妥当性・独創性

* 1-2-1 て

意工夫が 加点する

* 1-2-2. い の

ること。

1-3.実施方法の妥当性・独創性

* 1-3-1
こ と

正 で り、

* 1-3-2. と。 (
る。)
日程、人員、作業手順等が効果的であれば加点す

10

lC //
//
//
10

///
10

//
5 5

2.業務の評価手法
2-1.事後評価手法の具体性
* 2-1-1_客観的な測定効果指標が設定されていること。

2-l-2 効果の評価手法に妥当性があること。

iC ////

10 //
//

//
3.業務実施主体の適格性 30 2C

10

//1
10 10

10

//

/́/

//1
合計 70

加点付与基準 :大変優れている :5  優れている :3 やや優れている :1  普通 :o

技術審査専門員



原子力・放射線に関する教育職員■′ミナー (基礎コース) 採点表
入札者名 :(財)日本生産性本部

上記のとおり、技術審査の結果を報告します。

技術審査職員

評 価 項 目 (要 求 要 件)

1.業務の内容及び実施方法
1-1 業務の目的及び趣旨との整合性

* 1-1-1.業 務の目的及び趣旨との整合性がとれていること。

* 1-1-2.
れてし こ と

1-2.業務内容の妥当性・独創性

* 1-2-1
意 あれば加 する。)

* 1-2-2. つ て の

こと。

1-3実施方法の妥当性・独創性

* 1-3-1 の

と

で に

* 1-3-2 と (日 程、人員 作業手順等が効果的であれば加点す
る。 )

評 価 基 準 採、 点
採 点 経 糸奪基礎点 加 点 基礎点 加 点

30 10

//
//
//
10

//

//
5 5

2.業務の評価手法
2-i.事後評価手法の具体性

* 2-1-1_客観的な測定効果指裸が設定されていること。

* 2-l-2.効果の評価手法に妥当性があること。

10 //
10 //
//
//

3.業務実施主体の適格性
l.実施体制の適格性

* 3-1-1
人 となつていれば加点する。)

* 3-l-2 る
て い こと。

3-2.知見・専門性等の有無

* 3-2-|.当該業務に関する知見・ノウハウを有していること。

3-2-2. ツ

し に応 じて

3-3.実績の有無

* 3-1
容 に 応 じて 加 点す る

3-4.経理処理能力の適格性

* 3-4-1
してい

3C 2C

10

/′q
10 :0

10

//‐
/

///1

//1
合計 7G 301

加点付与基準 :大変優れている :5  優れている :3 やや優れている :1  普通 :0



評 価 基 準 i采  点評 価 項 目 (要 求 要 件 )
基礎点 加 点 基礎点 加 点

採 点 経 緯

30 10

10

10

//

1-1-1.業 務の目的及び趣旨との整合性がとれていること。

つてい

で

員と

る
(日程、人

)

*

の

*

で る こ

* 1-2-1
エ あれば加

* 1-2-2.

* 1-3-1

れ し こと。

つ て

、作業手順等が効果的であ

目 に

1-1 業務の目的及び趣旨との整合性

ば加点す

こと。

1-3.実施方法の妥当性・独創性

と

1-2

・ :、

業務内容の妥当性・独創性

1-1-2.

¬.業務の内容及び実施方法

//
//10
//2-1-1.客観的な測定効果指標が設定されていること。

2-|-2_効果の評価手法に妥当性があること。

*

*

2.業務の評価手法
1.事後評価手法の具体性

//
3C 20

10

//
10 10

IC

//′

//

-2-l.当骸業務に関する知見・ノウハウを有 していること,,

て し

で

* 3-4-1
を有していること

* 3-3-1

* 3-l-1

* 3-1-2. ¬〔い こと。

*

3-2-2.

て

る

実績の有無

となつていれば加

て 加

ツ

3-4.経理処理能力の適格性

に応じて加点する。 )

3.業務実施主体の適格性
1,実施体制の適格性

3-2.知見・専門性等の有無

//
合計 70 30

原子力・放射線に関する教育職員セミナー‐(基礎コース) 採点表
入札者名

上記のとおり、技術審査の結果を報告します。

技術審査職員

加点付与基準 :大変優れている :5  優れている :3 やや優れている :1  普通 :0



入札者名

原子力・放射線に関する教育職員セミナー (基礎コース)採 点表

上記のとおり、技術審査の結果を報告します。

技術審査専門員

評 価 基 準 採  点評 価 項 目 (要 求 要 件 )
基礎点 加 点 基礎点 加 点

1-1-1 業務の目的及び趣旨との整合性がとれていること。

1-2-1
工 力く

1.業務の内容及び実施方法

2-1-1.客観的な測定効果指標が設定されていること。

2.業務の評価手法

2-1-2.効果の評価手法に妥当性があること。

3-1-l て い

つていれば加と

3-2-1.当該業務に関する知見・ノウハウを有 t´ ていること。

知見・専門性等の有無

*

3-3.実組の有無

*

経理処理能力の適格性

*

3.業務実施主体の適格性

加点付与基準 :大変優れている :5 優れている :3  やや優れている :1  普通 0



評 価 基 準 採  点評 価 項 目 (要 求 要 件 )
基礎点 加 点 基礎点 加 点

1-1-1 業務の目的及び趣旨との整合性がとれていること。

目的及び趣旨との整合性1-1.業務の

*

* 1-1-2
ていること

1.業務の内容及び実施方法

2-1-1_客観的な測定効果指標が設定されていること。

2.業務の評価手法
2-1.事後評価手法の具体性
*

* 2-1-2.効果の評価手法に妥当性があること。

〔 い
1-1

人 員 つていれと

3-2-1.当該業務に関する知見・ノウハウを有 していること。

3-2.知見・専門性等の有無

*

実績の有無

*

3.業務実施主体の適格性

3-4.経理処理能力の適格性

* 3-4-1
を有しているこ

原子力・放射線に関する教育職員セミナー (基礎コース) 採点表
入札者名

上記のとおり、技術審査の結果を報告します。

技術審査専門員

加点付与基準 :大変優れている :5 優れている 3  やや優れている :1  普通 :0



評 価 基 準 採  点評 価 項 目 (要 求 要 件 )
基礎点 加 点 基礎点 加 点

採 点 経 緯

30

//lC
//
//
10

//
lC

//

1-1.業務の目的及び趣旨との整合性

1-1-1.業務の目的及び趣旨との整合性がとれていること。

(日程、人員、作業手順等が効果的であれば加点す

1-2.業務内容の妥当性・独創性

て い

|′
ヽ

つ

つ

と

)

つ

* 1-2-1

* 1-2-2

* 1-3-1

* 1-3-2

*

1-1-2

点

こ と

1-3.実施方法の妥当性 。独創性

1.業務の内容及び実施方法

//10
10 //
/2-1-1.客観的な測定効果指標が設定されていること。

2-卜2.効果の評価手法に妥当性があること。

*

*

.事後評価手法の具体性

2.業務の評価手法

//
30 20

//
10 lC

10

//

//

3-2-1.当骸業務に関する知見・ノウハウを有していること。

1〔い
* 3-1-1

点 る

:t で* 3-1-2.
れてい

*

* 3-3-1

* 3-4-1

3-1,実施体制の適格性

なつてい

知見・専門性等の有無

ツ3-2-2
て し の

つ

に応 じて加 )

経理処理能力の適格性

いること。

3.業務実施主体の適格性

3-3.実績の有無

///
合計 70 30

原子力・放射線に関する教育職員セミナー (基礎コース) 採点表
入札者名

上記のとおり、技術審査の結果を報告します。

技術審査職員

加点付与基準 :大変優れている 5  優れている :3  やや優れている :1 普通 :0



原子力・放射線に関する教育職員セミナ ー (基礎コース) 採点表
入札者名

0

上記のとおり、技術審査の結果を報告します。

技術審査職員

評 価 基 準 採  点評 価 項 目 (要 求 要 件 )
基礎点 加 点 基礎点 加 点

1-1-1.業 務の目的及び趣旨との整合性がとれていること。

いること
1-1-2.

れ

1-2-1
夫があれば加 する。 )

1.業務の内容及び実施方法

2-1-|.客観的な測定効果指標が設定されていること。

2.業務の評価手法

2-l-2.効果の評価手法に妥当性があること。

3-2-1.当 該業務に関する知見・ノウハウを有 していること。

3-2.知 見・専門性等の有無

*

3-3,実 績の有無

*

3.業務実施主体の適格性

3-4.経理処理能力の適格性

* 3-4-1
を有していること

加点付与基準 :大変優れている :5  優れている :3 やや優れている :1



入 札 結 果 報 告 書

入札事項  原子力・放射線に関する教育職員セミナー・(基礎コース)

入札方法  一般競争入札 (総合評価落札方式)

開 本L日  平成 22年 3月 8日 (月 ) 13時 00分
.

落札価格 金 80,295,320 円 :

〔消費税及び地方消費税を含んだ金額  金 84, 310,086`円 〕

落 本L者  公益財団法人日本生産性本部
｀

【入札状況】 (単位 :円 )

※ 入札価格が予定価格の範囲内に達 し について、下表により総合評価点を算た入札者
出する。

【総合評価落札方式 (加算方式) 】

※ 予定価格は、予定価格調書の参考価格の額とする。

確認者

上記のとおり、入札結果を報告します。

文部科学省研究開発局

入 本し 者 第 1回 第 2回 第 3回
95,126,66'

2 公益財団法人日本生産性本部 : 80,295,320
3

入 オL者 価格点①
X(1-入 札価格/予定価格)50点 技術点②

総合評価点
(①ギ②)

7.46つ

50x (1-95,126,66フ /111 , 809, 524)
87.25・ 94.71

2
公益財団法人日本生産性本部 r

14.09t

50X (1-80,295,326/111,809 ,524)
90.25( 104.34

3



委託業務実績報告書

支出負担行為担当官 ゛

日生本23～エネ環～005

平成 23年 4月 8日
(

文部科学省,究開発局開発企画課長 殿

東京 丁目 1番 1号

平成 22年 4月 1日 付1
平成 22年度ェネルギー対策特別会計委託事業 J原子力 ,放射線に関する教育職員セミナ

=メ
基礎コース)`」゛

上記委託業務について、委託契約書第 15条の規定に基づき下記の書類を添えて報告します。

コ
し

1.業務結果説明書 (別紙イ).

業務収支決算書 (別紙口)。
，

Ｌ



別紙  イ

業 務 結 果 説 明 書









:  ′



別 紙  ロ

原子力・放射線に関する教育職員セミナー (基礎コース).



別冊

仕 様 書

1.委託業務題目
原子力・放射線に関する教育職員セミナー (応用コース)

2.委託業務の目的
.国民の原子力に関する理解を深めるためには、国民一人一人が原子力を含めたエネル
ギーについて考え、自ら判断するための環境を整備し、学校教育の場などで、原子力に
ついてエネルギーや環境、科学技術や放射線等幅広い観点から総合的にとらえ、適切な
形で学習を進めることが重要である。
本業務においては、小学校・中学校・高等学校・高等専門学校・特別支援学校等の教
育職員等を対象に原子力や放射線に関する知識の向上を図ることができる学校教育の場
での実践を意識した内容構成のセミナーを実施し、原子力を含めたエネルギーに対する
正しい知識や正確な判断能力を身に付けることができる環境を整備することにより、原
子力を含めたエネルギーに対する理解の促進を図る。

3.委託業務の内容
(1)受講対象者
・全国の小学校・中学校 e高等学校・高等専門学校・特別支援学校の教育職員
・教育職員に準じた者 (大学院生 C大学生とこれらの教育職員)及び教育委員会
指導主事、教育行政に関わる地方公共団体職員等

(2)受講者数
受講者総数480人以上とし、多くの教育職員等がセミナーに参加できるようエ
夫すること。
(3)セ ミナーの実施
セミナーの実施にあたっては、以下の点に留意し、多くの教育職員等が理解でき
るよう工夫すること。
・原子力のエネルギー利用や研究開発の利用状況を踏まえて、原子力・放射線等
に関する知識の向上を図ることができるカリキュラム (講義、実習、討議等)
とすること。
・原子力施設・最新研究施設等での体験を通しての知識の向上及び学校教育の場
での実践を意識した内容構成とすること。
・平成20年告示及び平成21年告示により改訂された学習指導要領における社
会科や理科や総合学習などの教科で内容の充実が図られた原子力を含めたエネ
ルギーについての項目を取り入れること。
・原子力や放射線に関する教育の実践又は、原子力や雄射線に関する教育の授業
計画の立案に取り組まれている教育職員等を招聘し、講義、事例紹介及び討議
等を行うこと。

(4)周知活動
セミナーヘの参加の促進を図るため、セミナーの周知活動を行う。
また、文部科学省が実施する他の原子力・エネルギー教育支援事業についても合
わせて周知を図る。

(5)業務評価の実施
外部有識者で構成する業務評価委員会を設置し、業務の実施形態や実施手法、実
施状況や経過、結果や実績について、検討や検証を行い、本業務による理解促進に
係る効果等について評価を行う。
なお、外部有識者の選定にあたっては、文部科学省と協議すること。
(6)業務評価報告書の提出



形

部

態 :紙媒体・様式任意

数 :10部
期限 :平成23年 3月 31日提出

4.委託業務実施期間
平成 22年 4月 1日 から平成 23年 3月 31日 まで

5.応札者に求める要求要件
(1)要求要件の概要
① 本委託業務に係る応札者に求める要求要件は、「 (2)要求要件の詳細」に
示すとおりである。
② 要求要件は必須の要求要件と必須以外の要求要件がある。
③  「 *」 の付してある項目は必須の要求要件であり、最低限の要求要件を示し
ており、技術審査においてこれを満たしていないと判断がなされた場合は不合
格として落札決定の対象から除外される。
④ 必須以外の要求要件は、満たしていれば望ましい要求要件であるが、満たし
ていなくても不合格とならない。
⑤lこれらの要求要件を満たしているか否かの判断及びその他提案内容の評価等
は、技術審査委員会において行う。なお、総合評価落札方式に係る評価基準は
別添の総合評価基準に基づくものとする。

(2)要求要件の詳細
総合評価基準の「評価項目及び得点配分基準」と同様。

6.無償貸付を行える物品
仕様書別添 1のとおり。
受託者は当該物品の使用に当たつて、平成 21年度「教職員理解促進対策」の受託者
と適宜協議を行い、適切な使用を行うこと。なお、当該物品の使用及び管理に要する費
用は受話者の負担とする。

フ.守秘義務
受話者は、本委託業務の実施で知り得た非公開の情報を如何なる者にも漏洩してはな
らない。
受託者は、本委託業務に係わる情報を他の情報と明確に区別して、善良な管理者の注
意をもって管理し、本委託業務以外に使用してはならない。

8。 その他
この仕様書に記載されていない事項、または本仕様書について疑義が生じた場合は、
文部科学省と適宣協議を行うものとする。

本委託業務の実施にあたつては、会計に関する法令に定めるほか、科学技術・学術政策
局、研究振興局及び研究開発局委託契約事務処理要領により適切に実施しなければならな
い 。



(別添)

業 務 計 画 書

I.委託業務の内容 ・

1.委託業務の題目

「原子力・漬射線に関する教育職員セミナー (応用コース)」

2.実施機関

住 所 東京都港区新橋5丁目18番 7号
機関名 財団法人原子力安全研究協会

3.委託業務の目的

国民の原子力に関する理解を深めるためには、国民一人一人が原子力を含めたエネ

ルギーについて考え、自ら判断するための環境を整備し、学校教育の場などで、原子

力についてエネルギーや環境、科学技術や放射線等幅広い観点から総合的にとらえ、

適切な形で学習を進めることが重要である。

本業務においては、小学校 “中学校・高等学校 日高等専門学校・特別支援学校等の

教育職員等を対象に原子力や放射線に関する知識の向上を図ることができる学校教育

の場での実践を意識した内容構成のセミナーを実施し、原子力を含めたエネルギーに

対する正しい知識や正確な判断能力を身に付けることができる環境を整備することに

より、原子力を含めたエネルギーに対する理解の促進を図る。
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10.(Ю 5.OC 10.00 1,OQ

5.00 // )じ//

1,業務の内容及び実施方法 1・

1-3.実施方法の妥当性・独創性

人員、作業手順等が効果的であれば加点す
と

る
(日程

の つ

* 1-3-2
で

* 1-3-1
と

5.00 5.00 5.00 1.00

lo,q / 10.00 ノ /″

5,00 / 5.00 ノ /′

2.業

2-1-1.客観的な測定効果指標が設定されていること。

1-2.効 果の評価手法に妥当性があること。

*

*

2-1.事後評価手法の具体性

5.00 /′
′′

5.00 ノ//

10.OC

師髄|:爾
5.OC

mi」鐵
10."
緻番卜麟

馴
´

5.OC 5.00 5.00 1.5oていれば加点する

1

*

*

1-1 ・ 人

-2. 5.00 //// 5.00

10・ ∞ 10.00 10・∝ 7.51

10.00 5.00 10.00 4.00ノウハウを有していること。

の ツ

* 3-2-1.当腋業務に関する知見

3-2-2.
ていれば の

3-2.知見・専門性等の有無

// 5.00 // 3.5C

5.∝ 5.Oc 5,00 3.51g3-3.実績の有無

* 5.OG 5.00 5.00 3.50

5.00 ノ
″/ 5.OQ /3-4.経理処理能力の適格性

* //5.00 // 5.00

入札者名 :             議
原子力。あ iに関する教育職員セミナー (応用コース) 採点  '・表

技術審査職員数  2

本表の表示は小数点第 2位までとし、算定にあたっては「評価項目 (要求案件)」 相の最下位の項目の「採点集計・加点」欄において小数点第 3位を切り捨てとする。
ただし、「採点集計」欄の「合計」において、入札者の得点が小数点第 2位までが同点で小数点第 3位以下での得点で差がある場合、その位までを表示し、算定にあたって
はその次の位を切り捨てとする。



お黒 」 粟 計 ■■■■■ ■■■■■評 価 項 目 (要 求 要 件 )
基 礎 点 加 点 基 礎 点 加 点 加 点 基 麟 占 1加 占 基 勝 占 1加 占
30.00 10. 30. 1.7〔

10.00 、1  /
′lノ′
′

ノ// 10.

5.00 ′/′
′

、1  /
′lン″

′

//5.00 )じ//
10.OC 5_OC 10. 1.25

5.OC 5.00 1.25

5 00 // 5.OC //
10.00 5.00 10.00 0.50

//5.00 // 5.00

1-1.業務の目的及び趣旨との整合性

1-1-1.業 務の目的及び趣旨との整合性がとれていること。

1-3-2.と 。 (日程、人員、作業手順毎が効果的であれば加点す

つの

*

*

* 1-1-2_

* 1-2-1

* 1-2-2.
ること。

* 1-3-1

る

に

¬.業務の内容及び実施方法

いること

1-2.業務内容の妥当性・独創性
に 0し

あれば加点する
つ い つ

1-3.実施方法の妥当性・独創性

5.00 5.OC 5.00 0.50

10.00 ノ/ 10.OC /1‐

10.00 / //10,00

5.00 //// 5.00-1.客観的な測定効果指標が設定されていること。

2-1-2.効果の評価手法に妥当性があること。

2.業務の評価手法
2-1.事後評価手法の具体性

本 5.00 /′
/ //6.00

30.OC 20.00 30.00 5.75

10.00 5.00 10.00 1.00

5.00 5 00 5.00 1.00

5.00 // 5.OC

10.00 10.00 10.00 3.OC

10.00 5.00 10_00 1.5C

// 5.00 // 1.5C

5.OC 5.OC 5.00 1.75

5.OC 5.OC 5.00 1.75

5.00 ノ / 5.00 ノ /1

3.業務実施主体の適格性

5.00 50C

辞 70_∝ ・
70.100 ri 7=蜘

|

入札者名 :(財)原子力安全研究協会
原子力・力

′ 繰に関する教育職員セミナー (応用コース) 採点  十表
技術審査職員数

数

本表の表示は小数点第 2位までとし、算定にあたっては「評価項目 (要求案件)」 欄の最下位の項目の「採点集計・加点」欄において小数点第 3位 を切り捨てとする。
ただし、「採点集計」欄の「合計」において、入札者の得点が小数点第 2位までが同点で小数点第 3位以下での得点で差がある場合、その位までを表示し、算定にあたって
はその次の位を切 り捨てとする。



入札者名

1.業務の内容及び実施方法

原子力・放射線に関する教育職員セミナー (応用コース) 採点表

採 経 緯点

上記のとおり、技術審査の結果を報告します。

技術審査専門員

評 価 基 準 採  点評 価 項 目 (要 求 要 件)
基礎点 加 点 基礎点 加 点

30 lG

iC //
//の目的及び趣旨との整合性がとれていること。

1-1.業務の目的及び趣旨との整合性

* 1-1-1.業務

* 1-1-2.
れていること //

19
1-2.業務内容の妥当性・独創性

い の

* 1-2-1
意工夫が

* l-2-2.
ること。

て

点す

に

//
10

//
1-3.実施方法の妥当性・独創性

作業手順等が効果的であれば加点す
と

る
(日干星

の

り 1こ

* 1-3-1

* 1-3-2.

こと。

正で

人員

//10
//lC
_//

2-1-l.客 観的な測定効果指標が設定されていること。

2-|-2.効 果の評価手法に妥当性があること。

*

*

2-1.事後評価手法の具体性

2.業務の評価手法

//
30 2Q

10

//
1( lC

lC

//

2-1.当 骸業務に関する知見・ノウハウを有していること。

で

｀
ソ

3-l-1

* 3-1-2.

* 3-3-1
に応 じて加点

してい こ と

3-1.実施体制の適格性

となってし人

いること。

知見・専門性等の有無

*

3-2-2.
ι こ応 じ

。経理処理能力の適格性

*

3.業務実施主体の適格性

3-3.実績の有無

する。

//
7C

加点付与基準 :大変優れている :5  曖れている :3 やや優れている :1  普通 :0



入札者名

原子力・放射線に関する教育職員セミナー (応用コース) 採点表

上記のとおり、技術審査の結果を報告します。

評 価 基 準 採  点評 価 項 目 (要 求 要 件)
基礎点 加 点 基礎点 カロ 点

1-1-1.業 務の目的及び趣旨との整合性がとれていること。

1-2-1
れば加

で

意 工 が

つていつ て1-2-2.
ること

1.業務の内容及び実施方法

2-|-1.客観的な測定効果指標が設定されていること。

事後評価手法の具体性2-1

*

*

で

的であれば加点す
で

2.業務の評価手法

|-3-2.と 。 (日程、人員、作
る。 )

2-I-2_効 果の評価手法に妥当性があること。

て tヽ3-1-1
人 員 いれば加と

1.実施体制の適格性

*

*

3-2-1 当該業務に関する知見・ノウハウを有 していること。

3-2.知 見・専門性等の有無

*

3-3.実績の有無

*

経理処理能力の適格性

“

:

3.業務実施主体の適格性

加点付与基準 :大変優れている :5 優れている :3  やや優れている :1

技術審査専門員



評 価 基 準 採  点評 価 項 目 (要 求 要 件)
基礎点 加 点 基礎点 加 点

採 卜黒 経 糸革

30

10 //
//
//
10

//
10

//

1-1.業務の目的及び趣旨との整合性

1-1-1.業 務の目的及び趣旨との整合性がとれていること。

(日程、人員、作業手順等が効果的であれば加点す

つてい

で

と。

る。 )

で る

* 1-3-1

* |-3-2

*

* 1-1-2
ていること

* 1-2-1
意工夫が ば加点する。 )

つ て* |-2-2

つてい

業務の内容及び実施方法

1-3.実施方法の妥当性・独創性

1-2.業務内容の妥当性・独創性
の

ること

こ と

10

lG //
//2-l― |.客観的な測定効果指標が設定されてしヽること。

2-l-2効 果の評価手法に妥当性があること。

*

*

2.業務の評価手法
2-1.事後評価手法の具体性

//
30 20

//
lC :Q

IC

///

//

3.業務実施主体の適格性

//
合計 70 30

原子力・放射線に関する教育職員セミナーー(応用コース) 採点表
入札者名

上記のとおり、技術審査の結果を報告します。

技術審査職員

加点付与基準 :大変優れている :5  優れている :3 やや優れている :1  普通 :0



評 価 基 準 採  点評 価 項 目 (要 求 要 件)
基礎点 加 点 基礎 点 加  点

採 点 経 緯

30 lC

//10
//

//
10

//
10

//

1-1.業務の目的及び趣旨との整合性

1-1-1.業 務の目的及び趣旨との整合性がとれていること。

(日 程

る

つ の

の

作業手順等が効果的であれば加点す

り、 で

* 1-2-2.
ること

* 1-3-1

* 1-3-2.と 、,

*

* 1-1-2.

* 1-2-1
意工夫が

1-3.実施方法の妥当性・独創性

と

る。 )

業務の内容及び実施方法

いること。

1-2.業務内容の妥当性・独創性

正で
人員

10 //
10 //
//1-1.客観的な測定効果指標が設定されていること。

2-1-2.効果の評価手法に妥当性があること。

*

*

1.事後評価手法の具体性

2.業務の評価手法

//
3C

lC

//
10 10

10

//´

//

3-2-l.当 骸業務に関する知見・ノウハウを有していること。

つてし 点する。 )と

ツ

1-2.
れていること。

の

*

* 3-3-1
容に応 じて加点 る

してい

* 3-l-1
人 員

*

3-2-2
に

実績の有無

経理処理能力の適格性

率

3-2.知見・専門性等の有無

3.業務実施主体の適格性
,実施体制の,適格性

//
合計 70

原子力・放射線に関する教育職員セミナー (応用コース) 1采点表
入札者名

0

上記のとおり、技術審査の結果を報告します。

技術審査職員

加点付与基準 :大変優れている :5  優れている :3 やや優れている :可



入札者名 :(財)原子力安全研究協会
原子力・放射線に関する教育職員セミナー (応用コース) 採点表

上記のとおり、技術審査の結果を報告します。

評 価 項 目 (要 求 要 件 )
評 価 基 準 採  点

採 点 経 緯
基礎点 加 点 基礎点 加 点

1.業務の内容及び実施方法
1-1.業務の目的及び趣旨との整合性

* 1-1-1.業 務の目的及び趣旨との整合性がとれていること。

* 1-1-2.
れてい

1-2.業務内容の妥当性・独創性

1-2-1
て

意■夫が ば加点する

い の
* 1-2-2.

1-3.実施方法の妥当性・独創性

* 1-3-1
つてい

で り、 で

* l-3-2 と
る
(日程、人員、作業手順等が効果的であれば加点す

30 10

10 //
//
//
10

//
10

///

5 5

2.業務の評価手法 10 ノ́/´
/

10 //
//
//

3.業務実施主体の適格性 2C

10

//
10 10

10

//

//
//

合計 70 30

加点付与基準 :大変優れている :5  優れている :3  やや優れている :1  普通 :0

技術審査専門員



原子力・放射線に関する教育職員セミナー (応用コ ―̈ス) 採点表
入札者名 (財 )原子力安全研究協会

上記のとおり、技術審査の結果を報告します。

技術審査職員

評 価 項 目 (要 求 要 件)

1.業務の内容及び実施方法
1-1.業務の目的及び趣旨との整合性

* 1-1-1.業務の目的及び趣旨との整合性がとれていること。

* 1-1-2
れていること

1-2.業務内容の妥当性・独創性

1-2-1
て で*

意 エ が 点す

* 1-2-2 い の い

ること。

1-3.実施方法の妥当性・独創性

の* 1-3-1 つ

と

で

* :-3-2. と。 ( 日 程 人員 作業手順等が効果的 で あれ ば 加 点す
る。 )

評 価 基 準 採  点
採 点 経 ふ章基礎点 加 点 基礎点 カロ点

10 //
//

iC

//
10

//
5

2.業務の評価手法 10

10

//
//
//
//

3.業務実施主体の適格性 30 20

10

ノ//
10 10

10

//
//‐
70 30

加点付与基準 :大変優れている :5 優れている :3  やや優れている :1  普通 :0



評 1面 基 準 採  点評 価 項 目 (要 求 要 件 )
基礎点 基礎点 加 点加 点

採 点 経 緯

//

//

//
10

//
10

//

1-1.業務の目的及び趣旨との整合性

1-1-1.業務の目的及び趣旨との整合性がとれていること。

つ て つ て

で

*

* 1-2-1
の

・ 意工夫があれば加

で る

*

* 1-1-2.

* 1-2-2.
ること

* 1-3-1

する。)

作業手順等が効果的であれば加点す

1-2.業務内容の妥当性・独創性

いること

1-3.実施方法の妥当性・独創性

と

1-3-2. と。 (日精薇 ′人員
る。)

1.業務の内容及び実施方法

lC //
10 //
//2-1-1.客観的な測定効果指標が設定されていること。

2-1-2.効果の評価手法に妥当性があること。

*

*

2.業務の評価手法
2-1.事後評価手法の具体性

//
30 20

//
19

10

//

//

3-2-1.当該業務に関する知見・ノウハウを有していること。

つ の

* 3-4-1
してい こ と

* 1-1
人 員 となってしヽ

ネ 1-2

*

*
する。

3-4.経理処理能力の適格性

3-1,実施体制の適格性

3-3,実績の有無

で

れていること

知見・専門性等の有無

ツ3-2-2.
し

3.業務実施主体の適格性

る。 )

//
合計 70 30

原子力・放射線に関する教育職員セミナー (応用コース) 採点表
入札者名 :(財)原子力安全研究協会

:0

上記のとおり、技術審査の結果を報告します。

加点付与基準 :大変優れている :5  優れている :3 やや優れている :1

技術審査職員



入 札 結 果 報 告 書

入札事項  原子カ ロ放射線に関する教育職員セミナー (応用コース)

入札方法  一般競争入札 (総合評価落札方式)

開 札 日  平成 22年 3月 8日 (月 ) 11時 00分

落札価格 金 40,584,722円
〔消費税及び地方消費税を含んだ金額  金 42,613,958円 〕

落 札 者  財団法人原子力安全研究協会

【入札状況】 (単位 :円 )

※ 入札価格が予定価格の範囲内に達した入札者について、下表により総合評価点を算
出する。

【総合評価落札方式 (加算方式)】

※ 予定価格は、予定価格調書の参考価格の額とする。

上記のとおり、入札結果を報告 します。

確認者
文部科学省研究開発局開発企

入 本し 者 第 1回 第 2回 第 3回
49,779,048

2 財団法人原子力安全研究協会 40,584,722

3

入 札 者 価格点①
50点  X(1-入 札価格/予定価格)

技術点②
総合評価点
(①+② )

3.08

50X(1-49,779,048/53,047,218)
86.00 89,08

2 財団法人原子力安全研究協会
11,74

50X(1-40,584=722/53,047,218)
77.5 89,24

3
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委託業務実績報告書

平成 23年 4月 8日

支出負担行為担当官

文部科学省研究開発局開発企画課長 川端 和明 殿

105-0004 東京都港区新橋5丁目18番7号

公益財団法人 原子カ
理事長 矢川

平成 22年 4月 1日付
平成 22年度エネルギー対策特別会計委託事業
「原子力・放射線に関する教育職員セミナー (応用コース)」

上記委託業務について、委託契約書第 15条の規定に基づき下記の書類を添えて報告します。

記

1,業務結果説明書 (別紙イ)

2.業務収支決算書 (別紙口)



別紙 イ

業 務 結 果 説 明 書



特会 2

●::m
カリII

仕 様 書

1.委託業務題目
原子力に関する教育職員セミナーの開催
<本業務は、文部科学省と経済産業省資源エネルギー庁との共同業務である>

2.委託業務の目的
国民の原子力に関する理解を深めるためには、国民一人一人が原子力を含めたエネル
ギーについて、正しい知識に基づき、自ら考え、判断するための環境を整備し、学校教
育の場などで、原子力についてエネルギーや環境、科学技術や放射線等幅広い観点から
総合的にとらえ、適切な形で学習を進めることが重要である。
本業務においては、教育職員等を対象に原子力を含めたエネルギーに関する正しい知
識の習得を図ることのできる学校教育の場での実践を意識した内容構成のセミナーを実
施し、原子力を含めたエネルギーに対する知識の習得、思考力・判断力を育成するため
の環境を整備することにより、原子力に対する理解の促進を図る.

3.委託業務の内容
(1)受講対象者
教育職員等
・全国の小学校、中学校、高等学校、高等専門学校及び特別支援学校の教育職員
・教育職員に準じた者 (大学院生、大学生とこれらの教育職員)及び教育委員会
指導主事、教育行政に関わる地方公共団体職員等

(2)開催数
・都道府県別に開催する場合には、 1回あたり10人程度の規模とし、各都道府
県にて校種別に各 1回以上、延べ 141回以上
・全国を9ブロックに分割して開催する場合には、 1回あたり3o人程度の規模
とし、各ブロックにて校種別に各 1回以上、延べ47回以上
・上記以外の方法による場合、全国にバランス良く、かつ、同様の効果が得られ
る方法によること。
※ 校種は、小学校、中学校、高等学校 (高等専門学校を含む。)と し、特別支援
学校は、小学校、中学校、高等学校に含む。

(3)受講者数
1410人 以上

(4)セ ミナーの実施
セミナーの実施にあたっては、以下の点に留意し、より多くの教育職員等がセミ
ナーに参加し、内容を理解できるよう工夫すること。
・ 小学校・中学校・高等学校等の児童生徒の発達段階に応じた区分を設けるこ
と。

地域の教育委員会、教育センター、学校、教育研究会等との連携や立地地域
と非立地地域などの地域性も考慮すること。
原子力を含めたエネルギーに関する基礎的な知識の習得を図ることができる
カリキユラム (講義、実習、討議他)とすること。
文部科学省と経済産業省資源エネルギー庁が制作した小学生と中学生向けの
原子力に関する副読本とカリキユラム・ワークシー ト (以下「副読本等」とい
う。)、 簡易放射線測定器「はかるくん」、教育支援情報サイト「あとみん」映像
など各種コンテンツを活用する学校教育の場での実践を考慮した内容構成とす
ること。
なお、簡易放射線測定器「はかるくん」は、文部科学省と協議の上で貸与し、
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副読本等の電子データは、両省庁から貸与する。
・ 
‐
平成 20年告示及び平成21年告示により改訂された学習指導要領における
社会科や理科、総合学習等の教科で内容の充実が図られた原子力を含めたェネ
ルギーについての項目を取り入れること。
・ セミナー受講者に対し、疑問点の解決等のための積極的なアフターフォロー
を行うこと。
・ 過去の受講者も含め、受講者のセミナー受講後の原子力を含めたエネルギー
に関する授業など学校教育の場での実践状況等について調査すること。
・ 上記の実施にあたっては、両省庁と協議すること。
(5)カ リキユラム・テキスト等の作成  .
外部有識者で構成するカリキュラム・テキスト等の作成委員会を設置し、カリキ
ユラムやセミナーで使用するテキス ト等の教材について検討を行うこと。
なお、外部有識者の選定にあたっては、両省庁と協議すること。
(6)周知活動
セミナーヘの参加の促進を図るため、都道府県・市区町村教育委員会、学校、各
学校長会、各教科教育学会、各教科教育研究会、教育職員等に対し、直接的な周知・
活動やマスメディアを活用した周知活動を行うこと。
また、今後のセミナーヘの関心や原子力を含めたエネルギーに関する授業など学
校教育の場での実践の促進を図るため、セミナーの実施内容等について、都道府県・
市区町村教育委員会、学校、各学校長会、各教科教育学会、各教科教育研究会、教
育職員等に対し、直接的な周知活動やマスメディァを活用した周知活動を行うとと
もに、両省庁が実施する他の原子力・エネルギー教育支援事業についても合わせて
周知活動を行うこと。
なお、上記の実施にあたっては、両省庁と協臓すること。
(7)業務評価の実施
別添「原子カ ロエネルギー教育支援事業における業務評価」に従い、外部有識者
で構成する業務評価委員会を設置し、事前・中間・事後に業務の実施内容やセミナ
ー受講者等の意見について検討や検証を行い、本業務による理解促進に係る効果や
今後の課題等の評価・意見を行うこと。
また、評価に必要となるセミナーの実施内容や副読本等、原子力・エネルギー教

・ 育支援事業等に対するセミナー受講者等の意見については、アンケート等により把
握すること。
なお、外部有識者の選定にあたっては、両省庁と協議すること。
(8)業務評価報告書の提出
形  態 :電子媒体
部  数 :両省庁へ電子媒体で 1式
提出期限 :平成24年 3月 31日

4.委託業務実施期間
平成23年 4月 1日から平成24年 3月 31日 まで

5.応札者に求める要求要件
(1)要求要件の概要
① 本委託業務に係る応札者に求める要求要件は、「(2)要求要件の詳細」|=示
すとおりである。
② 要求要件は必須の要求要件と必須以外の要求要件がある。
③ 「*」 の付してある項目は必須の要求要件であり、最低限の要求要件を示し
ており、技術審査においてこれを満たしていないと判断がなされた場合は不合
格として落札決定の対象から除外される。
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④ 必須以外の要求要件は、満たしていれば望ましい要求要件であるが、満たし
ていなくても不合格とならない。
⑤lこれらの要求要件を満たしているか否かの判断及びその他提案内容の評価等
は、技術審査委員会において行う。なお、総合評価落札方式に係る評価基準は
別添の総合評価基準に基づくものとする。

(2)要求要件の詳細
総合評価基準の「評価項目及び得点配分基準」と同様.

6.無償貸付を行える物品
無し.

守秘義務
受託者は、本委託業務の実施で知り得た非公開の情報を如何なる者にも漏洩してはな
らない。
受託者は、本委託業務に係わる情報を他の情報と明確に区別して、善良な管理者の注
意をもつて管理し、本委託業務以外に使用してはならない。

8.その他
この仕様書に記載されていない事項、または本仕様書について疑義が生じた場合は、
両省庁と適宜協議を行うものとする。
本委託業務の実施にあたっては、会計に関する法令に定めるほか、科学技術・学術政策
局、研究振興局及び研究開発局委託契約事務処理要領により適切に実施しなければならな
い .

フ



別添

原子カロエネルギー教育支援事業における業務評価

【評価の目的】       ,・
原子カ ロエネルギー教育支援事業においては、本事業が、より効率的・効
果的となる事業の改善を図るため、業務レベルでの客観性を確保した定量
的・定性的な総合評価を羮施する。 ・

【業務評価委員会の設置I.
業務評価の客観性を確保するため、原子力、学校教育、コミュニケーショ
ン、経営・運営他の外部有識者からなる業務評価委員会を設置する。
そのうち1名 を委員長とし、評価・意見等の調整を図る。

【評価の実施段階】
1.事前評価
○実施対象に対する直接的な業務実施の前に実施するp
O業務計画、成果目標、評価指標、想定される促進・阻害要因や発現効果
などについて検証する。
○必要に応じて、契約の変更を生じない範囲での業務計画・業務評価の実
施に係る見直しについて意見を行う。

2。 中間評価  .
0業務計画に照らし、中間となる時期に実施する。
○業務の実施状況の把握 口分析を行い、計画の妥当性、進捗状況、成果目
標の達成見込み、促進・阻害要因などについて検証する。
O必要に応じて、業務計画 コ業務評価の実施に係る見直しについて意見を
行う。                      .
3.事後評価
0実施対象に対する直接的な業務実施の後、業務実施期間内に実施する。
O業務の実績の把握・分析を行い、促進・阻害要因を含め、評価の視点か
ら定量的・定性的に評価し、その評価を踏まえ総合的に評価する。
O評価結果から目的、成果、方法など業務の今後のあり方について、評価
結果の活用・反映による改善の検討に資する意見を行う。

【評価の視点】
1.妥当1生             ′

.

学校教育の場などにおける、原子力の理解促進策としての整合性やニー
ズに対する必要性、問題への解決策としての適切性などについて評価。
2.有効性                   :
成果目標の達成度について評価。



3.効率性
成果目標の達成に対する手法として、実施内容と成果の関係における経
済性・適正性について評価。
4.印象性・持続性
原子力の理解促進、原子力を含めたエネルギー教育の実施やその持続、
地球温暖化への対応や長期的な土ネルギー確保.などエネルギー・環境問題
への興味・関心の波及など、発現した効果について評価。

【評価の指標】            .
目的口成果の達成度や効果の発現に向け、設定した評価指標により直接的
な業務実施の前から後まで継続的に測定し、実績にかかる一貫性のある情報
を収集する。
評価指標は、統一的事項及び業務の内容に応じた指標を設定する。
《統一的事項》・ 1.原子力の理解促進 ・
2.。 原子力を含めたエネルギー教育の実施
3。 原子力を含めたエネルギー教育の実施の持続
4.地球温暖化への対応や長期的なエネルギー確保などエネルギーメ環境
問題への興味 E関心の波及

【評価の方法】
事後評価では、評価の視点それぞれについて「abc」 の3段階で個別に
評価し、その結果をもとに「ABCD」 の4段階で総合自|に評価する。

個別評価は、以下の基準により実施する。
評価は、委員それぞれが実施し、取りまとめた結果、最も多い評価を評価
結果として採用する。・

なお、評価結果が同数となった場合には、委員会にて検討の上、委員長が
裁定して評価結果を決定する。
1.妥当性
a:整合性、必要性、適切性などが認められる。    ・
b:整合性、必要性、適切性などに一部問題がある。
c:整合性、必要性、適切性などに重大な問題がある。
21有効性
a:成果目標の100%以上
b:成果目標の80%以上 lo・ o%未満
c:成果目標の80%未満
3.効率性
a:計画の80%以下
b:計画の80%超 100%以下



c:計画の100%超
4.印象性・持続性
a:理解促進、教育実施と持続可能性、波及などの効果が認められる。
b:理解促進、教育実施などの効果が認められる。
●:理解促進や教育実施の可能性などの効果が認められるL

総合評価は、上記の個別評価の結果をもとにフローチャートに従って実施
する。 ・
フローチャート|ま、別紙「原子力・エネルギー教育支援事業業務評価 総
合評価フローチギート」を参照。

【評価の手順】
1.入札口技術審査でのプレゼンテーションの実施
○提案書類に業務評価委員案 (経歴や選定理由.を明記)や評価指標 (説明
・を明記)、 評価の時期 (事前、中間、事後それぞれに明記)などを記載
し、技術審査ではそれらを具体的に説明すること。
20委託契約後、両省庁と協議の上、業務評価委員を決定
3,業務評価委員会 (事前評価)を開催。
O委員に対して、業務事前評価書 (別紙様式1)により、本評価概要、業
務計画、評価指標などを説明するとともに、業務事前評価書の承認を得
′る。
O委員会の承認を得た業務事前評価書を委員会の議事録と合わせて文部科
学省に提出する。

.

4.業務評価委員会 (中間評価)を開催
○委員に対して、業務中間評価書 (別紙様式2)により、業務実施状況ロ
計画などを説明するともに、業務中間評価書の承認を得る。
O委員会の承認を得た業務中間評価書を委員会の議事録と合わせて文部科
・
学省に提出する。

5。 業務評価委員会 (事後評価)の開催
○委員に対して、業務事後評価書 (別紙様式3)、 その他資料により、業
務実績や自ら行った個別評価の結果などを説明すること。
O委員の評価シート (別紙様式4)を取り纏め総合評価シード

‐
(別紙様式

5)を作成して委員長の了解を得るとともに、評価結果や意見を取り纏
めて業務評価報告書 (別紙様式6)を作成する.。  ・
6.業務評価報告書の提出
O作成した業務評価報告書について、委員の承認を得た上で、業務実績報
告書と合わせて文部科学省に提出する。
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原子カロエネルギー教育支援事業業務評価 総合評価フローチャート
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別紙様式 1

業務事前評価書

1.委託業務の題目

2.委託業務の実施機関

3.委託業務の計画
添付資料「業務計画書」参照。

4`委託業務の実施における外的要因
4-1 促進要因 ・
4-2 阻害要因

5.委託業務の評価指標

6.委託業務の実施により発現が期待される効果
6-1 原子力の理解促進
6=2 原子力を含めたエネルギー教育の実施
6-3 原子力を含めたエネルギー教育の実施の持続
6-4 地球温暖化への対応や長期的なエネルギー確保などエネルギー ロ・環
境問題への興味 口関心の波・及      .′ ・

6-5 その他

7.委託業務の計画・評価の実施に対する意見

8.委託業務の評価の今後の計画

【添付資料】
・仕様書
・提案書類
口業務計画書



別紙様式2

業務中間評価書

1・ 委託業務の題目

2.委託業務の実施機関

3.委託業務の実績と実施内容の確認
3-1 委託業務の実施状況
3-2 経費の執行状況
3-3 成果目標の達成状況
3-4・ 評価指標の達成状況
3-5 効果の発現状況

4.各視点の評価の結果
・4-1 妥当性 .:,
・4-2 有効性 :

4-3 効率性 :

4-4 印象性 口持続性 :

5。.委託業務の実施における外的要因
5-1 効果の発現を促進した要因
(1)計画の内容に関すること
(2)実施の内容に関すること
5-2・ 効果の発現を阻害した要因
(1)計画の内容に関すること
(2)実施の内容に関すること .

6「 中間評価の結果

7.委託業務の実績、今後の計画の実施に対する意見

8.委託業務の評価の今後の計画

【添付資料】
・業務計画書
・事前評価書

《その他、実績や分析などを示す資料を添付。》



別紙様式3

業務事後評価書

1.委託業務の題目

2.委託業務の実施機関

3.委託業務の実績
3-1 委託業務の実績
3-2 経費の実績 .

3-3 成果目標の達成状況
3-4 評価指標の達成状況
3-5 効果の発現状況

4.各視点の評価の結果
4-1 妥当性 :

4-2 有効性 :

4-3 効率性 :

4-4 印象性 “持続性 :

5 委託業務の実施における外的要因
5-1 効果の発現を促進した要因
(1)計画の内容に関すること・
(2)実施の内容に関すること
5-2 効果の発現を阻害した要因
(1)計画の内容に関すること
(2)実施の内容に関すること

【添付資料】
・業務計画書
・事前評価書
・中間評価書

《その他、実績や分析などを示す資料を添付。》



別紙様式4

目  「」

原子力・エネルギー教育支援事業業務評価 評価シート

評 の メ ン ｒ
トコ

妥当性

有効性

性

印象性・持続性

評価 碁 昌



別紙様式 5
原子力・エネルギー教育支援事業業務評価 総合評価シート

委託業務の題目「」

総合評価

評 価 の 視 点 評 価 結
‐
果
【評価委員氏名】_ :評価委員氏名】 評価委員氏名】
原  子  カ 学 校 教 育

~
コミュニケーション 運

妥当性

有効性

効率性

印象性・持続性



別紙様式6

業務評価報告書

1.委託業務の題目

2.委託業務の実施機関

3.委託業務の実績
3-1 委託業務・経費の実績
3-2 成果目標 =評価指標の達成状況
3-3 効果の発現状況

4.各視点の評価の結果
4-1 妥当性 :

4-2 有効性 :

4-3 効率性 :

.4-4 印象性・持続性 :

5:委託業務の実施における外的要因
5-1 効果の発現を促進した要因
5-2 効果の発現を阻害した要因

6.事後評価の結果 《総合評価 :》

7'.委託業務の実績に対する意見

8.委託業務の今後のあり方についての意見

【添付資料】
・業務計画書
・事前評価書
・中間評価書
・事後評価書

《その他、実績や分析などを示す資料を添付。》



特会 2

(別添 )

業 務 計 画 書

I.委託業務の内容

1.委託業務の題目
「放射線等に関する教育職員セミナーの開催」

実施機関

住 所 東京都港区新橋5丁目18番 7号

機関名 公益財団法人原子力安全研究協会

3.委託業務の目的

本業務は、教亨職員等を対象に学校熱育
の場などでの放射線等に関する授業等の

実践を意識した正しい知識の習得が図られる内容構成のセミナーを開催し、放射線

等に対する知識の習得、思考力・判断力を育成するための環境を整備す
ることによ

り、放射線等に対する理解の促進を図ることを目的とする。

2



入

特会 2

原子力に関する教育職員セミナーの開催 採点集計表

力
技術審査議員数

数

不 つ い て ′

切り捨てとする。
ただし、「採点集計」棚の「合計」において、入札者の得点が小数点第 2位までが同点で小数点第 3位以下での得点で差がある場合、その位までを表
示し、算定にあたつてはその次の位を切り捨てとする。

3

評 価 項 目 (要 求 要 件 1

1-1-1.業 務の目的及び趣旨との整合性がとれていること.

つ て なつてい

井
」
一
〇

(日程、人員

の

b 35ξ

で

ｎ

〉

作案手順等が効果的であれば加点す
目 で

* 1-3-2

1-1.業務の目的及び趣旨との整合性
*

* 1-1-2.

ホ 1-2-1
工 があ ば加

* 1-2-2

* 1-3-1

5

5

10.

10.

5.

0

0

30.

5.

10.

10.

5

5

5.0

10.

5

ていること

こ と

1-3.実施方法の妥当性・独創性

と

1.業務の内容及び実施方法

1-2.薬務内容の妥当性・独創性

10.00 /イ 10.00 /
10.00 // 10.00 //
//5.OC 5.00 //

2:業務の評価手法

5_OC // 5.OC //
30.00 .10_75

10.00

5.00 1 75

///5 00

10.00 6_00

10.OC 3.50

/// 2 50

5.00 3.OC

5.00 3.OC

5.00 /

50

ノウハウを有していること。

こ応じて加点する .

5

ツ

の

* 3-1-1
人員 制となっていれば加

* 3-1-2
れていること

* 3-2-1.当 該業務に関する知見

* 3-4-1
て していること.

3-2-2.
ていれば

* 3-3-1

ヽ

10.

10.

5.0

10.

5.

5

5

5.00

5.

0.

3-2.知見・専門性等の有無

3-4経理処理能力の適格性

実績の有無

3.業務実施主体の適格性
鉾1.実施体制の適格性

5.00 //
△
一 7ol" .:抑:00
※



評 価 基 準 採  点

基礎点

10

目□麻リ
基礎点 加 点

採 点 経 緯

//

評 価 項 目 (要 求 要 件)

業務の目的及び趣旨との整合性がとれていること。

い
* 1-1-2.

目 との整合性

1-1-1

//
lC

で

)

幸 1-2-1

* 1-2-2.
っ て

//

//

1-1.客観的な測定効果指標が設定されていること。

1-2.効果の評価手法に妥当性があること。

い

であれば加点す
で

申

摯

し る

で

て し

で

と。 (日程、人員
る。)

幸 3-1-1

ホ 3-1-2

中 1-3-1

中 1-3-2

実施方法の妥当性・

■ |リ
//

lC

≦
遍
//

lC3-2-1.当腋業務に関する知見・ノウハウを有していること。

畑見

■

て //

中
て

実績の中鎌

ノ
/‐籠理摘題備力の適格性

で

こて い
‡ //

計 70 30

特会2

入札者名 :(財)原子力安
原子力に関する教育職員セミナーの開催,採点表 ,

上記のとおり、技術審査の結果を報告します。

技



1-1-1 業務の目的及び趣旨との整合性がとれていること。

評 価 項 目 (要 求 要 件 )

るヽこと

1‐1.業務の

中

評 価 基 準 採  点
緯経点採

鍮嘲］．
麻夢
基礎点 加 点

//

//

の

ば加点

1-2.

=

中 //

ば加点す

1-1.客観的な層定効果指標が設定されていること。

効果の評価手法に妥当性があること。

日程、人員、作業手

なってし

1-3-2.と 。

t

摯

*

//

田
‐ｏ
|||
“
呵́

ノ l

//

ＥＭ
．．

ノ
イ

/

田園`
尋

//

1.当敵業務に関する知見・ノウハウを有していること。
ツ

て し

畑見

ウ

10

10

//

点
キ

るヽこと
串

/

//
計合 70 30

特会 2

入札者名 :(財)原子力安全研究協会 ,
原子力に関する教育職員セミナーの開催 採点表

上記のとおり、技術審査の結果を報告します。

技術審査専門



評 価 基 上 採  点

基礎点 基礎点加 点 加 点

評 価 項 理 (要 求 要 件)

1-1-1 業務の目的及び趣旨との11合 性がとれていること ,

」
.:こ
 れていること、

|-1 ■務「′ヽ牢のま当1:L 崚嗜|‖1

t′
ヽ σ)

で

なものとなって :′
ヽ

1

1-2-1
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意I夫 か

1-2-2
う.1と

1-1-2 及

し

れば加

|.業務の内容及び実施方法
1-: 輩格f“ヨliう及びil旨 占″)書を11
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16 /イ
|:」

|う

・　
　
．́

〓
　

　

／

，一
　
ノン
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21‐ 2_効ユ|の 11)伽 千法に■‐til■ かあ |〉 :′‐.

り、業務目
作業手順打が効果的てあれは川点

の評価手法

FE‐【

畳ヽ1-3-2. 11 (日 を:
る .)

; 撤績 l・1:価手法の奥体性

i30

h

|,

iO

5

5

´
//

に

3-′i-1

|= 応 して加点する。)
3-3-1 1)
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||‐ | ■響捉1'龍 |り :`Ⅲ格ヤ|

70 30

特会′

入札者名 :(財)原子力安全研富協会

適特性

::1 容施1:制中 i両格 111
'I:f翼温苛T籠1::了:I下帯Iき メ1´

`:.ヽ

.1こ た。 |■ ′1早 1111タ
リ
‐
.、  :|

原子力に関夕ろ教育職員―セミサーの開イ[: i采点表

■1

i:き (0と おり、技術審査の結キを素告し
=:ぅ
■、

8-1-1
■ (´ し 丼i

3-1-
ら(1)1■
1′ るヽ.,1

・
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‐岸111■年■,自 常

i3-2-1_li敲 :Iミ 1■ l.[PIl.1も ,o, .‐ .・
.ヽ r'I二

ll i´ (1,,「 :′

「
た^

,ゴ●t● ■…ットリーカ[
11.は―■_`′,内 書に応 じ ri加 ,.、 ′l‐

=。
l‐ 1 11ti■ 1げ ,1:111:i

技術審査職員



評 価 基 準 採  点

鋤輔］‐０
甲
加 点 基礎点 加 点

採 点 経 緯

//

評 価 項 目 (要 求 要 件 )

目的及び趣旨との整合性がとれていること。

つてい

点

中 1-1-1

中 -1-2.

業務の

こ と

中 1-2-1

拿 -2-2.

1-1 と

//
10

//

1-1.客観的な測定効果指標が設定されていること

2-1-2.効果の評価手法に妥当性があること。

性・

なつてし

の

る

て

-1

れば加点す

で

人日( 程 員、 が効 で果的

ホ 1-3-1

申 1-3-2. と。

* 3-1-2.

田願回電
ノイ 1

ノ /

圏田田
10

≦
‐
//
10

lC,t lttlt# LrL\6: &.

知見

■

ツ

1.当族業務に関する知見

//

じて
準 3-3-1

実績の有無

ノイ
*

経理担菫籠カ

してい //
70 30

特会 2

入札者名 (財)原子力安全研究協会
原子力に関する教育職員セミナーの開催 採点表

上記のとおり、技術審査の結果を報告します。

技術審査職員
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評 価 基 準 採  点

基礎点

目国園
10甲
カロ 点 基礎点 加 点

採 点 経 緯

//

評 価 項 目 (要 求 要 件 )

目的及び趣旨との整合性がとれていること。=
1-1-1.業務の

-1-2.
こ と

集務の との整合性

//
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‐2業務内書の妥当性・独創性
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//
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ツ
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知見

3-2-2. //

* 3-3-1

実績0有無

//
十

こ と //
30

特会 2

入札者名

原子力に関する教育職員セミナーの開催 採点表

上記のとおり、技術審査の結果を報告します。



評 価 基 準 採  点

鑢鶴］‐０
リ
カロ 点 基礎点 カロ 点

採 点 経 緯

//

評 価 項 目 (要 求 要 件)
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ホ
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ノ /経理露題籠力の■格性
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70 3C

特会2

入札者名

原子力に関する教育議員セミナーの開催 採点表

上記のとおり、技術審査の結果を報告します。

技術審査職員
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特会 2

入札事項  原子力に関する教育職員セミナ,一の開催

入札方法  一般競争入札 (総合評価落札方式)

圭
日

と
ロロⅨ

喜干果結
‥
し
■
↑入

開 ネL日   平成 23年 3月 9日 (水). 14時 00分

落札価格 金 73i 338, 91ピ円
`

〔消費税及び地方消費税を含んだ金額  金 77, 005, 860円〕

落 札 者  財団法人原子力安全研究協会 .

【入札状況】 (単位 :円 )

※ 入札価格が予定価格の範囲内に達 した入札者について、下表により総合評価点を算
出する。

【総合評価落札方式 (加算方式)】

※ 予定価格は、予定価格調書の参考価格の額とする。

上記のとおり、入札結果を報告します。

確認者
文部科学省研究開発見原子力

入 本L 者 第 1回 第 2回 第 3回
財団法人原子力安全研究協会.・ 73,338,915
2 72:200:Oo0
3

入 ホL 者
50点

価格点①
X(1-入 札価格/予定価格)

技術点②
総合評価点
(①+② )

財団法本原子力安全研究協会.
13.56.c.

50X(1-73,338=915/100,628,572)

|

87.25. : 1 00. 0

2 14,11・

50X O-72:200,00げ 1001628,572)
80.75

| 94.87

3



24 4,-2

そ

4■ 号

委託業務実績報告書

平成24年 4月 2日

支出負担行為担当官

文部科学省,究開発辱開発企画課母 田口 康・殿

105-0∞4 東京都港区新橋5丁目18番7号
公益財団法人 原
理事長 矢川

平成23年 4月 1日付
平成23年度エネルギー対策特別会計委託事業。「放射線等に関する教育職員セミナーの開催」.

上記委託業務について、委託契約書第 15条の規定に基づき下記の書類を添えて報告します。

記

1.業務結果説明書 (別紙イ)

2 業務収支決算書 (別継口)
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別紙 イ

業 務 結 t果 説 明 書







別糸氏 ロ

業 務 収 支 決 算 書


